
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年６月27日

【事業年度】 第79期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

【会社名】 北陸電気工業株式会社

【英訳名】 HOKURIKU ELECTRIC INDUSTRY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　津田　信治

【本店の所在の場所】 富山県富山市下大久保3158番地

【電話番号】 076-467-1111(代表)

【事務連絡者氏名】 管理本部財務部次長　　林　良徳

【最寄りの連絡場所】 東京都大田区田園調布本町46-14

【電話番号】 03-3722-1341(代表)

【事務連絡者氏名】 営業本部海外営業部次長　　若林　伸一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

 1/90



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成21年3月平成22年3月平成23年3月平成24年3月平成25年3月

(1）連結経営指標等 　 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 39,825 38,719 52,671 38,645 45,060

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △374 391 1,706 △543 601

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) △1,723 378 1,224 △1,169 470

包括利益 (百万円) ― ― 1,067 △1,322 1,800

純資産額 (百万円) 9,965 10,480 13,081 11,451 11,170

総資産額 (百万円) 33,245 36,508 39,426 35,342 36,124

１株当たり純資産額 (円) 108.74 114.45 127.34 111.26 125.55

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

(円) △20.56 4.65 14.18 △13.18 5.51

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.6 25.5 28.7 27.9 29.2

自己資本利益率 (％) △15.7 4.2 11.9 △11.0 4.6

株価収益率 (倍) △7.3 38.7 13.2 △9.1 21.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 359 4,525 1,113 △163 5,226

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,766 △409 △1,849 △625 △2,868

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 942 △2,395 695 △1,149 △1,723

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 3,812 5,806 5,984 3,939 5,043

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
2,212
(48)

2,204
(39)

3,155
(327)

3,545
(326)

3,168
(390)

(2）提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 32,445 32,874 46,280 31,285 32,772

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △328 233 1,123 △51 757

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) △1,190 475 247 △714 △159

資本金 (百万円) 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

発行済株式総数 (千株) 92,500 92,500 92,500 92,500 92,500

純資産額 (百万円) 9,693 10,098 11,394 10,486 9,929

総資産額 (百万円) 30,053 33,195 31,636 28,351 28,637

１株当たり純資産額 (円) 119.14 124.16 128.42 118.23 118.21

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

(円)
3.00
(―)

3.00
(―)

3.00
(―)

3.00
(―)

3.00
(―)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

(円) △14.20 5.84 2.87 △8.05 △1.87

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.3 30.4 36.0 37.0 34.7

自己資本利益率 (％) △10.7 4.8 2.3 △6.5 △1.6

株価収益率 (倍) △10.6 30.8 65.3 △14.9 △62.0

配当性向 (％) △21.1 51.3 104.7 △37.3 △160.3

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
753
(25)

746
(18)

601
(21)

585
(17)

580
(17)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、第75期及び78期においては、連結、提出会社とも１株当たり当期純損失であり、第79期においては、提出

会社が１株当たり当期純損失であります。
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２【沿革】

昭和18年４月 富山県大沢野町（現・富山市）に資本金15万円をもって北陸電気科学工業株式会社を設立

昭和19年４月 社名を北陸電気工業株式会社に変更

昭和36年12月北陸精機株式会社（現・連結子会社）を設立

昭和37年８月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場

昭和44年７月 北日本電子株式会社を設立

昭和54年11月シンガポールに北陸シンガポール株式会社（現・連結子会社）を設立

昭和55年７月 北陸興産株式会社を設立

昭和57年１月 株式会社大泉製作所と資本提携を行い、非直線素子（センサなど）を当社にて販売

昭和57年４月 北陸アイシー株式会社（現・連結子会社）及び黒瀬電子株式会社（現・連結子会社　朝日電子株式会

社）を設立

昭和59年４月 一般募集による新株式発行（発行株式数4,000千株、払込金の総額4,992百万円）

昭和61年９月 株式を東京証券取引所市場第一部に指定替え上場

昭和61年10月中華民国に台湾北陸電子株式会社を設立

昭和62年９月 ダイワ電機精工株式会社（現・連結子会社）と資本提携

平成２年２月 カナダのレキシカンサーキット株式会社と資本提携

平成２年４月 マレーシアに北陸マレーシア株式会社を設立

平成６年７月 マレーシアに北電マレーシア株式会社（現・連結子会社）を設立

平成６年７月 株式会社光陽精密と資本提携を行い、水晶関連製品を当社にて販売

平成７年２月 中華人民共和国に蘇州大和精密模具有限公司を設立

平成８年９月 米国にＨＤＫアメリカ株式会社（現・連結子会社）を設立

平成９年２月 香港にＨＤＫチャイナ株式会社（現・連結子会社）を設立

平成９年３月 シンガポールに北陸アジアホールディング株式会社を設立

平成10年９月 経営改善３ヶ年計画による構造改革開始

平成13年３月 北日本電子株式会社がその製造・販売部門を株式会社北陸フロリストに譲渡

平成13年３月 第三者割当による新株式発行（発行株式数5,553千株、発行価額の総額1,082百万円）

平成14年10月上海に北陸(上海)国際貿易有限公司（現・連結子会社）を設立

平成14年12月「ＨＤＫ再生プログラム」による財務リストラの総仕上げと早期復配のための諸施策を公表

平成14年12月当社保有の株式会社光陽精密の株式を譲渡

平成15年１月 当社保有の株式会社大泉製作所の株式を譲渡

平成15年２月 北陸興産株式会社と北日本電子株式会社は合併し、北陸興産株式会社（現・連結子会社）が存続会社と

なる

平成15年２月 カナダのレキシカンサーキット株式会社がカナダ・オンタリオ州破産裁判所に破産の申立

平成15年８月 形式的資本減少（第69回定時株主総会決議）の効力が発生し資本金が9,669百万円減少し3,000百万円

となる

平成15年10月第１回無担保社債発行（発行総額20億円、償還方法　平成20年10月17日満期一括償還）

平成16年９月 当社保有の北陸マレーシア株式会社の株式を譲渡

平成16年９月 中華人民共和国に天津北陸電気有限公司（現・連結子会社）を設立

平成16年12月中期経営計画「V-PLAN 07」による価値創造型企業への変身を図るための諸施策を公表

平成17年10月第２回無担保社債発行（発行総額10億円、償還方法　平成21年10月30日満期一括償還）

平成18年３月 一般募集による新株式発行（発行株式数8,000千株、発行価額の総額2,373百万円）

平成18年３月 第三者割当による新株式発行（発行株式数800千株、発行価額の総額237百万円）

平成19年10月タイにＨＤＫタイランド株式会社(現・連結子会社、モジュール製品の製造子会社)を設立

平成20年２月 中期経営計画「G-PLAN 10」による成長への再チャレンジを目指すための諸施策を公表

平成20年３月 北陸アジアホールディング株式会社は解散し清算結了

平成20年10月第１回無担保社債満期一括償還（償還額20億円）

平成21年９月 電子モジュール製品分野における株式会社住友金属マイクロデバイスとの資本・業務提携公表

平成21年10月第２回無担保社債満期一括償還（償還額10億円）

平成22年８月 株式会社住友金属マイクロデバイス（平成22年８月２日にＨＤＫマイクロデバイス株式会社（現・連

結子会社）に商号変更。）株式を取得し同社を子会社化すると伴に当社電子モジュール事業を吸収分割

し同社に承継（逆取得）し、これにより、中華人民共和国の上海広電北陸微電子有限公司（現・連結子

会社）及びフィリピンのＨＤＫフィリピン株式会社（現・連結子会社）が子会社となる

平成22年８月 台湾北陸電子株式会社は平成20年３月解散し清算結了

平成23年10月中華人民共和国に北陸電気（広東）有限公司（現・連結子会社）を設立

平成23年11月タイに北陸インターナショナル（タイランド）株式会社（現・非連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（北陸電気工業株式会社）、子会社１８社および関連会社１社

（平成25年３月31日現在）により構成されており、主として電子部品（抵抗器、モジュール製品、電子デバイス及びそ

の他の電子部品）の製造・販売を事業としております。

　当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の２部門は、「第５ 経理の状況１(１)連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント情報の区分と同一であ

ります。

(1）電子部品

　当部門においては、抵抗器（皮膜抵抗器、可変抵抗器及び高圧抵抗器等）、モジュール製品（混成集積回路及び

ユニット製品等）、電子デバイス（センサ、水晶関連製品及び圧電部品等）およびその他電子部品（回路基板

等）を製造・販売しております。

〔主な関係会社〕

（製造・販売）北電マレーシア㈱、上海広電北陸微電子㈲

（製　　　造）朝日電子㈱、天津北陸電気㈲、ＨＤＫマイクロデバイス㈱、北陸アイシー㈱、

　　　　　　　ＨＤＫタイランド㈱、ＨＤＫフィリピン㈱、北陸電気(広東)㈲

（販　　　売）北陸シンガポール㈱、ＨＤＫチャイナ㈱、ＨＤＫアメリカ㈱、北陸(上海)国際貿易㈲

(2）金型・機械設備

　当部門においては、金型及び機械設備の製造・販売に携わっております。

〔主な関係会社〕

（製造・販売）ダイワ電機精工㈱、北陸精機㈱

(3）その他

　商品仕入（㈱大泉製作所製品）および不動産・保険代理業（北陸興産㈱）に係る事業であります。

〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

北陸興産㈱ 富山県

富山市

80

百万円

その他 100.0不動産賃貸及び保険代理業を行っており

ます。不動産の賃借あり。債務保証あり。

資金援助あり。役員の兼任あり。

朝日電子㈱ 富山県

朝日町

50

百万円

電子部品 100.0チップ抵抗器を製造しております。

不動産及び機械の賃貸あり。

資金援助あり。役員の兼任あり。

北陸アイシー㈱ 富山県

富山市

10

百万円

電子部品 100.0

(100.0)

モジュール製品を製造しております。

役員の兼任あり。

ダイワ電機精工㈱ 埼玉県

熊谷市

80

百万円

金型・

機械設備

85.0金型を製造・販売しております。

資金援助あり。債務保証あり。

役員の兼任あり。

北陸精機㈱ 富山県

富山市

10

百万円

金型・

機械設備

100.0機械設備を製造・販売しております。

役員の兼任あり。

ＨＤＫマイクロデバイ

ス㈱

富山県

富山市

450

百万円

電子部品 100.0モジュール製品を製造・販売しておりま

す。債務保証あり。役員の兼任あり。

北陸シンガポール㈱

（注）２

シンガポール

ジュロン

13

百万S$

電子部品 100.0アセアン地区に当社グループの電子部品

製品を販売しております。

役員の兼任あり。

北電マレーシア㈱

（注）２

マレーシア

ジョホール州

125

百万M$

電子部品 100.0

(21.0)

回路基板製品を製造・販売しておりま

す。役員の兼任あり。

ＨＤＫアメリカ㈱ アメリカ

イリノイ州

6

千US$

電子部品 100.0北米地区に当社グループの電子部品製品

を販売しております。役員の兼任あり。

ＨＤＫチャイナ㈱ 中華人民共和国

香港特別行政区

23,360

千HK$

電子部品 100.0香港、中国地区に当社グループの電子部

品製品を販売しております。

役員の兼任あり。

北陸(上海)国際貿易㈲

（注）２、６

中華人民共和国

上海市

4,200

千US$

電子部品 100.0中国地区に当社グループの電子部品製品

を販売しております。役員の兼任あり。

天津北陸電気㈲ 中華人民共和国

天津市

4,725

千US$

電子部品 100.0電子デバイスを製造しております。

役員の兼任あり。

ＨＤＫタイランド㈱ タイ

アユタヤ県

152

百万Baht

電子部品 100.0

(100.0)

モジュール製品を製造しております。

債務保証あり。役員の兼任あり。

上海広電北陸微電子㈲

（注）２

中華人民共和国

上海市

27,300

千US$

電子部品 70.0

(70.0)

モジュール製品を製造・販売しておりま

す。債務保証あり。役員の兼任あり。

ＨＤＫフィリピン㈱ フィリピン

キャヴィテ

25

百万PHペソ

電子部品 100.0

(100.0)

モジュール製品を製造しております。

役員の兼任あり。

北陸電気(広東)㈲

（注）２　

中華人民共和国

広東省

6,500

千US$

電子部品 100.0抵抗器、モジュール製品を製造しており

ます。役員の兼任あり。

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社であります。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．議決権の所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５．当社の関係会社においては、親会社、持分法を適用した関連会社及びその他の関係会社はありません。

６．当該連結子会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。

主要な損益情報等 北陸(上海)国際貿易㈲

(1）売上高 10,537百万円

(2）経常利益 60百万円

(3）当期純利益 48百万円

(4）純資産額 596百万円

(5）総資産額 2,643百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品 3,052（383）

金型・機械設備 50（  4）

報告セグメント計 3,102（387）

その他 6（ ―）

全社（共通） 60（  3）

合計 3,168（390）

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者含む。）であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員

には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

２．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

580（17） 44.4 21.9 4,234,690

セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品 520（14）

報告セグメント計 520（14）

全社（共通） 60（ 3）

合計 580（17）

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱

託契約の従業員を含み派遣社員を除いております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

(3）労働組合の状況

　当社グループの労働組合は北陸電気工業労働組合と称し、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に加

入しており、平成25年３月31日現在の組合員数は、673名であります。

　労使関係において特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の世界経済は、欧州財政問題の長期化と中国など新興国の経済成長率鈍化を主因に減速基調で推

移しました。わが国におきましても、海外経済の減速等を背景に輸出と個人消費が減少し、年末から円安と株高が進

んだものの、通期では厳しい状況が続きました。そのような環境下、エレクトロニクス市場におきましては、スマー

トフォンやタブレットなどの携帯情報端末需要が増加しましたが、薄型テレビやパソコンなどデジタル家電需要の

低迷が続き、全般的には低調に推移しました。

　こうした状況のなかで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、携帯情報端末向けにモジュール製品の本格量産

を行い、加えて全般的なコストの削減に努めました。その結果、当連結会計年度の業績は、売上高45,060百万円（前

期比＋16.6％）、営業利益418百万円（前期は営業損失208百万円）、経常利益601百万円（前期は経常損失543百万

円）となりました。

　また、特別損益として、タイ洪水被害の保険金確定に伴う保険差益630百万円、投資有価証券評価損162百万円、中国

生産子会社と天津市当局との移転補償契約に基づく受取補償金206百万円及び移転費用60百万円、金型事業におけ

る一部事業所の閉鎖に伴う関係会社事業損失136百万円、海外子会社の少数株主持分取得に伴う負ののれん発生益

166百万円などから、当期純利益は470百万円（前期は当期純損失1,169百万円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①電子部品

　電子部品は、自動車機器および携帯情報端末向け製品が増加したことを主因に、売上高39,837百万円（前期比＋

19.2％）営業利益1,400百万円（同＋119.4％）となりました。

②金型・機械設備

　金型・機械設備は、電子機器の海外生産シフトを背景に金型需要が停滞したことを主因に、売上高1,017百万円

（同△26.2％）、営業損失56百万円（前期は営業損失39百万円）となりました。

　このような状況から、金型の製造販売を行なっております国内の子会社におきまして、一部の事業所の閉鎖を主と

する収益構造の改善施策を実施いたしました。

③その他

　その他は、商品仕入及び不動産業等にかかる事業であり、売上高4,465百万円（前期比＋5.6％）、営業利益84百万

円（同△16.1％）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ1,104百万円増加し、5,043百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果得られた資金は、5,226百万円となりました。これは、税金等調整前当期純利益が992百万円、減価償

却費が1,500百万円となった他、たな卸資産が1,231百万円減少したことや、保険金の受取が1,142百万円あったこと

などによります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、2,868百万円となりました。これは、固定資産の取得による支出2,319百万円、子会

社株式の取得による支出678百万円などによります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は、1,723百万円となりました。これは、借入金の純減830百万円、自己株式の取得427

百万円、配当金の支払い266百万円などによります。

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

 7/90



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

電子部品（百万円） 39,604 ＋18.1

金型・機械設備（百万円） 888 △25.9

合計（報告セグメント）（百万円） 40,493 ＋16.5

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　
(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の報告セグメントに属していない「その他」に含まれる商品仕入実績を示すと、次のとおりであ

ります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

その他（㈱大泉製作所商品仕入）

（百万円）
4,121 ＋2.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　
(3）受注状況

　当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

電子部品 35,650 △3.6 4,871 △46.2

金型・機械設備 888 △25.9 58 △14.7

報告セグメント計 36,539 △4.3 4,930 △46.0

その他 4,283 4.8 123 △25.1

合計 40,822 △3.4 5,053 △45.6

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．為替換算による差額等は、受注高に含めて調整しております。
　
(4）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

電子部品（百万円） 39,837 ＋19.2

金型・機械設備（百万円） 898 △22.4

報告セグメント計（百万円） 40,735 ＋17.8

その他（百万円） 4,324 ＋6.2

合計（百万円） 45,060 ＋16.6

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

無錫夏普電子元器件㈲ 1,877 4.9 8,440 18.7

シャープ㈱ 5,464 14.1 5,435 12.1

㈱デンソー 4,742 12.3 4,985 11.1

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1）当社グループの対処すべき課題および具体的な取組状況等

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、着実な財務体質の改善を背景に、これまでの「抵抗器の北電工」から

「センサ＆モジュ―ルのＨＯＫＵＲＩＫＵ」という価値創造型企業への変身を基本方針として、時代にマッチした

製品の提供と収益力の強化を通じて当社グループの企業価値の向上ひいては株主共同の利益の持続的確保を課題

といたしております。

　その具体的実現に向け、ＭＥＭＳ製品（半導体微細加工応用製品）のコア事業化、実装事業のグローバル展開によ

る拡大、これらによる新製品売上高比率の向上、ＣＳＲ経営の徹底推進に全力を挙げて取り組んでおります。

(2）株式会社の支配に関する基本方針について

　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施

行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容や当社グルー

プの企業価値の根源および当社のステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を持続的に確保し、向上していくことを可能とする者であることが必要であると考えておりま

す。

　もとより、当社は、大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、その具体的な条件・方法等によっては、必ずし

も当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものではないと考えており、かかる買付けを一律に否定

するものではありません。また、これを受入れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的には個々の株主の

皆様の自由な意思に委ねられるべきものと考えております。大規模買付行為は、それが成就すれば、当社グループの

経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権を取得するものであり、当社グループの企業価値ひいては株主共

同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。しかしながら、近時の、わが国の資本市場においては、

買収内容を判断するために必要な合理的な情報・期間や、企業買収の対象となる会社の経営陣との十分な協議や合

意形成のプロセスを経ることなく、突如として一方的に大規模買付行為を強行するといった動きがなされる可能性

も決して否定できません。株式等の大規模買付けの中には、株主の皆様に対して当該大規模買付けに関する十分な

情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるものや、株主の皆様が当該大規模買付けの

条件・方法等の検討を行ったり、当社取締役会が代替案の提案等を行うための十分な時間が確保されないものや、

その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないものなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく

損なう株式等の大規模買付けもないとはいえません。このような当社グループの企業価値または株主共同の利益に

資さない大規模買付者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、当社は、このよう

な者による大規模買付行為に対しては、大規模買付者による情報提供、当社取締役会による検討・評価といったプ

ロセスを確保するとともに、当社グループの企業価値または株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、

大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくことも、当社の取締役としての責務であると考えております。

②不適切な支配防止のための取組み

　本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、または

結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株式等の買付行為が、当社グループの企業価

値に重大な影響を及ぼす場合において、基本方針に沿って当社グループの企業価値を確保し、向上させるため、大規

模買付行為に適切な対応を行うことを目的としております。当社は、基本方針に定めるとおり、当社グループの企業

価値または株主共同の利益に資さない大規模買付者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不

適切であると考えております。そして、こうした不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ

れることを防止し、当社グループの企業価値または株主共同の利益に反する大規模買付行為を防止するためには、

大規模買付者から株主の皆様の判断に必要かつ十分な情報を提供させること、さらに、大規模買付者の提案する経

営方針等が当社グループの企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の皆様の判断の参考に供

すること、場合によっては当社取締役会が大規模買付行為または当社グループの経営方針等に関して大規模買付者

と交渉または協議を行い、あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案を株主の皆様に提示するなどを

可能とする枠組みが必要不可欠であると判断いたしました。

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

 9/90



　かかる見解を具体化する施策として、大規模買付者が従うべき一定の情報提供等に関するルール（以下「大規模

買付ルール」といいます。）ならびに大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合または大規模買付行為に

よって当社グループの企業価値が著しく毀損される場合に当社がとりうる対抗措置（以下「大規模買付対抗措

置」といいます。）について、その要件および内容を予め設定するに至ったものであります。

　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗

措置から構成されております。本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、株主および

当社取締役会による判断のための情報提供と、当社取締役会による検討・評価の期間の付与を要請しております。

次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の法令および当社定款によって認められる相当な

対抗措置の発動を決議しうることを前提として、その発動の要件を、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しな

い場合または大規模買付行為によって当社グループの企業価値または株主共同の利益が著しく毀損される場合に

限定することといたしました。本施策にもとづき大規模買付対抗措置を発動するか否かは、最終的には当社取締役

会により決定されますが、当社取締役会の判断の客観性および合理性を担保するため、独立委員会を設置し、その意

見を最大限尊重することといたしました。

　大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、当社株主の皆様の判断および当社取締役会と

しての意見形成のために必要かつ十分な情報を書面で提供していただきます。これは、当該大規模買付行為に関し、

株主の皆様が適切な判断を行い、かつ、当社取締役会が適切な検討・評価を行うことを目的としております。次に、

大規模買付者には、情報提供完了通知を当社が行った日から、大規模買付行為の評価の難易度に応じて、最大60日間

または最大90日間（以下「取締役会評価期間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこと

としていただきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役会に、大規模買付者提供情報の検討および評価、大

規模買付者との交渉および協議、大規模買付行為に関する意見形成、株主の皆様に対する代替的提案の作成および

提示等を行う機会を与えていただくためであります。なお、独立委員会は、当社取締役会に対し取締役会評価期間を

最大30日間延長することを勧告できるものとし、当社取締役会は、原則としてこれに従うものとします。また、当社

取締役会が取締役会評価期間の延長を決議した場合には、決議された具体的延長期間および当該延長期間が必要と

される理由を速やかに開示いたします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間（延長された場合の延長期間を含みます。）において、外部専門家等の助言を

受けながら、大規模買付者提供情報の検討および評価を行い、当該大規模買付行為または当該大規模買付者の提案

に係る経営方針等に関して、独立委員会の勧告を最大限尊重し、大規模買付対抗措置の発動の是非について決議い

たします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉および協議を行

い、当社取締役会として、株主の皆様に対して当社グループの経営方針等についての代替的提案を提示することも

あります。

　本施策は、平成23年６月29日開催の定時株主総会において本施策に株主意思を最大限反映させるべく、議案として

諮り、本施策に関する株主の皆様のご承認を得た上で継続しております。なお、本施策に従って大規模買付対抗措置

を機動的に実施するため、新株予約権の発行登録を行なう場合があります。

③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役の判断

イ．基本方針の実現に資する取組みについて

　当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を持続的に確保し、向上させるための具体的方策として策

定されたものであり、基本方針の実現に資するものであります。したがって、これらの取組みは、基本方針に沿

い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み（上記(2)②の取組み）について

　本施策は、株主総会において株主様のご承認を得た上で継続されたものであること、その内容において、当社

の基本方針に沿うものであり、かつ、当社取締役会の判断の客観性・合理性を担保するための工夫がなされ、さ

らに、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保または向上の目的をもって導入されるものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、次のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成25年３月31日）現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

(1）財政状態および経営成績の異常な変動

①経済変動の影響

　当社グループは国内外で、主として抵抗器、モジュール製品等の電子部品を製造販売しております。当社グループ

製品の大部分は顧客であるメーカーに販売されるため、経済動向に左右される可能性のある顧客の生産水準が当社

グループの事業に大きく影響いたします。従って、当社グループは直接あるいは間接的に日本、欧米、アジアの各市

場における経済状況の影響を受ける可能性があり、各市場における景気後退などは当社グループの業績および財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

②価格競争の影響

　電子部品の価格は、厳しい値下げ要請や同業者間の熾烈な競争により、恒常的に低下する傾向にあり、さらに一部

の製品については、中国を中心とする東アジア地域の電子部品メーカーが低労務コストを背景に低価格品を販売し

ており、価格競争はさらに激化すると予想されます。

　これに対して当社グループは、継続的かつ積極的なコストダウンを推進し、売上の拡大や収益性の向上に努めてお

りますが、価格競争の一層の激化により、不測の事態が発生し、当社グループの事業、業績および財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

③技術革新の動向

　当社グループが属する電子部品業界は、技術革新のスピードが速く、顧客要求の変化も頻繁であり、将来にわたっ

て当社グループの売上高を維持・拡大していくためには、革新的な新製品の開発を適切なタイミングで実施してい

くことが重要となっております。

　当社グループでは、新技術や新製品開発に必要な研究開発投資を積極的に行っておりますが、実行した研究開発投

資は必ずしも将来の売上高ならびに収益向上に結びつくとは限らず、また、急速な技術革新に当社が遅れをとった

場合、当社グループの事業、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

④急激な外国為替の変動

　当社グループの当連結会計年度の海外売上高の割合は、56.5％（前期は45.8％）と高水準にあり、為替変動の影響

を強く受けております。このため、為替予約および外貨建仕入の増加策等によるリスクヘッジを行っておりますが、

これにより当該リスクを完全に回避できる保証はなく、急激な為替変動等が生じた場合、当社グループの業績およ

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤急激な金利水準の変動

　当社グループは有利子負債の圧縮策を進めておりますが、当連結会計年度末現在8,873百万円（前期末は9,662百

万円）の残高（除く、リース債務）があり、その中には金利変動の影響を受けるものが含まれているため、急激な金

利水準の変動により支払利息が増加し、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥減損会計の適用

　今後、ある事業のセグメントならびに事業の各セグメントから独立したキャッシュ・フローがある賃貸資産およ

び遊休資産等において、経営環境の著しい変動等予測できない状況変化が生じ減損損失を計上した場合、業績およ

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）キャッシュ・フローの状況の異常な変動

　当社は、大口顧客を対象にファクタリング制度等を利用して３～４カ月分の売掛債権の流動化を図っております。

これらに対応する買掛金については３～４カ月後支払の条件を変更していないため、債権流動化を図った顧客への

売上が急減するような事態が生じた場合、一時的に財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）特定の取引先、製品、技術等への高い依存度

①モジュール製品の動向

　液晶コントロールモジュールを主体とするモジュール製品の販売は、回路設計技術、高密度実装技術を背景として

顧客の開発段階から参入し、資材調達、製造も含めた総合的な製品力を持って拡販する戦略であり、経営資源（人、

物、金）投入の観点から顧客を数社に絞り込んだ政策をとっております。

　モジュール製品の当連結会計年度の売上高は22,103百万円（前期は17,378百万円）、連結売上高に占める割合は

49.1％（前期は45.0％）であります。

　モジュール製品は電子部品であり、消費者が使用する最終製品ではないため、その需要は、将来の予測できない顧

客のパフォーマンスあるいはその市場の変化によって変動し、業績および財政状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。
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②㈱大泉製作所よりの商品仕入

　㈱大泉製作所との「販売提携契約書」により、㈱大泉製作所の製品の販売権のうち国内販売については、平成16年

1月以降は顧客の了解を得た上で当社から㈱大泉製作所に順次移管することになっております。

　㈱大泉製作所の製品の当連結会計年度の国内販売高は3,913百万円（前期は3,713百万円）、連結売上高に占める

割合は8.7％（前期は9.6％）であり、これにより減少する売上高は、新製品や中国市場等への拡販で充当する予定

でありますが、諸般の状況により計画未達の場合は、業績に悪影響がある可能性があります。

③新製品の拡販

　当社グループは、成長分野であるＩＴ関連、デジタル家電、カーエレクトロニクスをターゲットに、ＭＥＭＳセン

サ、小型湿度センサ、超薄型圧電積層素子、極小チップ部品、無線モジュールなどの新製品の拡販を図っております。

　当社グループの製品は主に電子部品であり、消費者が使用する最終製品ではないため、電子部品を使用して最終製

品を作る顧客の動向およびその市場の変化に大きく影響を受けます。また、新製品開発では同業他社と激しい競争

を行っており、同業他社が当社より優位な製品を先駆けて販売する可能性もあります。

　上記リスクをはじめとして、将来、当社グループが予測していない状況変化が生じ、新製品の拡販が未達となった

場合、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）中国依存度の高まり

　当社グループは、中国を最も有望な成長市場として、また、コスト・納期面で最適な海外生産拠点として、事業戦略

の軸に位置づけ今後さらなる展開を計画しておりますが、政治・社会・経済情勢に変化が起こった場合あるいは予

期せぬ災害等が発生した場合、業績に悪影響を与える可能性があります。

(5）製造物責任に係るリスク

　当社グループは、技術革新著しいエレクトロニクス業界における顧客の厳しい要求に対応するため、徹底した品質

管理を行い、多様な製品を製造しておりますが、現時点での技術・管理レベルを超える事故が発生し、提供する製品

に欠陥が生じる可能性があります。また、製造物賠償責任保険に加入しておりますが、賠償額を十分にカバーできる

保証はありません。

　当社製品に欠陥が生じた場合は、多額のコストや当社グループに対する評価の低下を通じて、当社グループの事

業、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6）国内外の法規制等のリスク

　当社グループが事業を展開する国および地域における法令または規則の重要な変更は、当社の事業展開に影響を

与え、種々の費用増をもたらすことが懸念され、当社グループの事業、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

(7）災害等のリスク

　当社グループは、生産設備における定期的な災害防止検査・点検を実施しておりますが、災害などによる悪影響を

完全に阻止または軽減できる保証はなく、また、不可避的な自然災害により情報、物流インフラに大きな影響が生じ

た場合等には、当社グループの事業、業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

(1）当社は、㈱大泉製作所と販売提携契約を締結しており、その概要は次のとおりであります。

　当社は㈱大泉製作所の販売代理店として、同社が製造する全ての製品を第三者に販売できますが、国内販売につい

ては、平成16年1月14日以降は両社協議の上、顧客の了解を得た上で当社から㈱大泉製作所に順次移管することに

なっております。海外販売については、販売提携契約は平成19年1月に終結し、当社在外販売子会社と㈱大泉製作所

との直接取引に変更しております。
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６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発体制は、電子部品事業を中心にグローバルに展開する顧客の声を

第一として、市場ニーズの変化に迅速に対応し、市場へスピーディーに新製品を送り出すため、(1）中長期商品開発及

び新要素技術開発を図る当社の研究開発部門、(2）既存製品の応用開発及び製造技術の改善を図る当社並びに子会社

の開発部門、(3）研究開発部門と各開発部門を横断的に結び短期集中的に個々の重点品目の開発を進める開発プロ

ジェクトチームの３組織で構成されております。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、1,001百万円となっております。

(1）電子部品

　スマートフォンやタブレット端末市場が飛躍的に拡大し、また、ＬＥＤ照明やスマートグリッド、ＨＥＶ・ＥＶ等の

エコカーに代表される環境・エネルギー分野の商品が急速に普及段階へ移行し、更に医療イノベーションに伴う医療

分野・ヘルスケア分野が新たな有望市場として注目される一方、液晶テレビやノートパソコン等の従来のＡＶ・情報

機器の需要は大幅に減少するなど、市場のニーズが大きく変動する中で、電子部品事業もこうした変化に対応すべく、

他社との差別化を図った特徴のある製品のスピーディーな開発が強く求められております。

　こうした市場環境の変化に対応すべく、当社は、Sensor Innovation（センサイノベーション）をキャチフレーズと

して、センサの開発及びモジュール化を中心に、市場ニーズを先取りしたソリューション提案を展開し、また、超小型

・薄型抵抗器（チップ抵抗器、チップ半固定可変抵抗器等）や耐硫化チップ抵抗器、高電力チップ抵抗器等の高機能

チップ抵抗器、安全部品のチップヒューズ、更に、独自の圧電材料技術に積層技術を付加した圧電部品の開発及び製品

化をスピーディーに推し進めております。

　ＭＥＭＳ製品では、2.5ミリ角と業界最小サイズの気圧センサを開発しました。ノートパソコン等に使用されている

ＨＤＤヘッド浮遊距離制御用の他、気圧計、気象モニター、高度計、カーナビ、腕時計、部屋の開閉検知、スマートフォン

への搭載等幅広い用途が見込まれます。さらに、メンブレン構造で省電力、高耐久性、低熱容量設計（素早い立上が

り）の超小型マイクロヒータを開発しております。このヒータと他社とのコラボレーションにより、従来品に比べて

消費電力が10分の1であるガスセンサの開発も進めております。このガスセンサ技術を使用することにより、口臭

チェッカ、アルコールチェッカ、エアモニターといった様々なモジュールへの対応が可能となり、スマートフォン等の

モバイル機器から自動車向け等幅広い分野への用途開拓を推進しております。

　また、フォースセンサは、小型・低背かつ出力がリニアで使いやすく、荷重の微小変化や強弱が検知できるため、調理

家電や多段スイッチ等への応用も可能なことから、センサのさらなる改良に加えて、フォースセンサを用いたソ

リューション提案を強力に推し進めております。さらに、半導体圧力センサを使用したセンサとして、給湯器や白物家

電向けの省エネ対応機器用に水位センサを製品化し、各種製品への展開を図っております。

　ＭＥＭＳ製品の開発に当たっては、ソフトウェアメーカーや材料メーカー、その他メーカーとのコラボレーションを

積極的に実施し、高機能化と市場ニーズにあった製品の開発をスピーディーに推進しております。

　無線モジュールは、特定小電力無線モジュールを中心として、今後需要の拡大が予想されるスマートメーターを始

め、各種無線システムの用途開発を推進しております。

　圧電部品は、独自の材料技術・積層技術をコア技術として超薄型の圧電積層スピーカを製品化しております。また多

層技術による圧電アクチュエータは、モバイル機器用タッチパネルの触感振動フィードバック用途として開発を推進

しておりますが、ＣＡＥ解析による応力・熱膨張・セラミック駆動・固有振動解析等による検証を積極的に導入し、

開発の一層のスピードアップを図っております。

　安全部品では、回路保護用に１００５サイズと小型のチップヒューズの開発しております。各種電子機器の対応出来

るように、十数種類（定格電流を0.2Aから3.0A）のラインナップを追加しております。

　抵抗器は、信頼性が要求されるＨＥＶ、ＥＶ等の自動車分野やパワーエレクトロニクス分野向けに耐硫化チップ抵抗

器や高電力チップ抵抗器等の高機能チップ部品を開発しており、耐サージチップ抵抗器及び高電力（長辺電極タイ

プ）チップ抵抗器は、宇宙開発用信頼性保証チップ形皮膜抵抗器として宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）の認定を

取得しております。この他、ますます用途が拡大している二次電池電流検出用に使用されているチップ金属板抵抗器

は、１Ｗタイプでは業界最小サイズとなる３２１６サイズを開発し、ラインナップを強化しております。

　スイッチは、洗濯機に代表される白物家電向けを主な用途とした防水型タクティールスイッチに加えて、新たにス

マートフォンやタブレット端末用に超小型・低背SMDタイプを製品化し、ラインナップを強化しました。

　環境対応としましては、環境推進室を中心に、ISO14001体制を推進し、省エネ活動を実施するとともに、RoHS指令や

REACH規則等の特定有害物質使用制限の対策を全社的に強力に展開しております。

　なお、当事業に係る研究開発費は、1,001百万円となっております。

(2）金型・機械設備

　金型分野においても、ユーザーのプレス・成形部品の小型化、多層化、高密度化及びマルチ化等の構造的変化が著し

く、これに対応すべく金型製造技術の高度化を図っておりますが、研究開発費の区分管理は行っておりません。

(3）その他

　主として仕入販売事業であり、当社グループとしては特に研究開発活動は行っておりません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フロー分析は、以下のとおりであります。

　なお、本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針等の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成25年３月31

日）現在において判断したものであり、将来に関する事項は、不確実性やリスクを含んでいるため、将来生じる実際の

結果と大きく異なる可能性があります。

(1）重要な会計方針および見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計方針に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、将来事象の結果に依存するために確定できない場合または既に発

生している事象に関する情報を適時にあるいは経済的に入手できないために確定できない場合、会計上の見積りを

行っており、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、会計上の見積りと異なる場合があります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、次のとおりであります。

①売上高

　売上高は、電子部品セグメントにおいて、自動車機器および携帯情報端末向け製品が増加したことを主因に、前連

結会計年度に比べ、6,415百万円増加（前期比＋16.6％）し、45,060百万円となりました。

②売上原価

　売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ5,321百万円増加（同＋15.5％）し、39,719百万円となり

ましたが、全般的なコスト削減を実施したことにより、売上原価率は、88.1％（前期は89.0％）と低下しました。

③販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費におきましては、中国における来料加工廠の独資化等もあり、前連結会計年度に比べ466百

万円増加（同＋10.5％）し、4,921百万円となりましたが、販管費率としては、10.9％（前期は11.5％）と低下しま

した。

④営業外損益（営業外収益及び営業外費用）

　営業外損益の純額は益となっており、前連結会計年度に比べ517百万円増加（前期は335百万円の損）し、182百万

円となりました。これは当連結会計年度末にかけて円安シフトが進行したことが主因であります。

⑤経常利益

　売上高の増加を主因に、前連結会計年度に比べ1,144百万円増加し、601百万円の利益（前期は543百万円の損失)と

なりました。

⑥特別損益（特別利益及び特別損失）

　特別損益の純額は391百万円の益（前期は205百万円の損）となりました。これは、特別損失として、投資有価証券

評価損162百万円、金型事業における一部事業所の閉鎖に伴う関係会社事業損失136百万円等を計上したものの、特

別利益として、タイ洪水被害の保険金確定に伴う保険差益630百万円、海外子会社の少数株主持分取得に伴う負のの

れん発生益166百万円等を計上したことによるものであります。

⑦税金費用（法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額）

　税金費用は、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の取崩しなどに伴い、法人税等調整額（損）340百万円を計

上したことから、435百万円の損（同△21.6％）となりました。

⑧少数株主損益

　当連結会計年度は、上海広電北陸微電子㈲の少数株主に帰属する利益を主体に、86百万円の益（前期は135百万円

の損）となりました。

⑨当期純利益

　当期純利益は、経常利益に加え、特別損益（益）の計上などから、470百万円の利益（前期は1,169百万円の損）と

なり、１株当たり当期純利益金額は5.51円（前期は13.18円の損失）となりました。
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(3）当連結会計年度の財政状態の分析

　当社グループの当連結会計年度末における財政状態は、次のとおりであります。

①現金及び預金

　税金等調整前当期純利益などに加え、設備投資資金を減価償却費と保険金の受取りで賄ったことなどから、現金及

び預金は前連結会計年度末に比べ1,354百万円増加（前期比＋28.1％）し、6,169百万円となりました。

②売上債権（受取手形及び売掛金）

　売上高の増加を主因に、前連結会計年度末に比べ1,021百万円増加(同＋14.0％)し、8,307百万円となりました。

③たな卸資産

　年度末にかけて、モジュール製品の生産が減少したことから、前連結会計年度末に比べ943百万円減少（同△

15.6％）し、5,091百万円となりました。

④有形固定資産

　有形固定資産は減価償却費1,500百万円に対し、設備投資が1,882百万円となったことなどから、前連結会計年度末

に比べ419百万円増加（同＋3.9％）し、11,259百万円となりました。

⑤繰延税金資産

　流動資産及び固定資産に属する繰延税金資産の合計は、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能額の

減少を主因に、前連結会計年度末に比べ386百万円減少（同△17.8％）し、1,789百万円となりました。

⑥仕入債務（支払手形及び買掛金）

　仕入債務は生産増に伴い、前連結会計年度末に比べ、1,791百万円増加（同＋23.0％）し、9,562百万円となりまし

た。

⑦退職給付引当金

　退職給付引当金は、当連結会計年度において退職給付費用を365百万円計上したことを主因に、前連結会計年度末

に比べ252百万円増加（同＋7.2％）し、3,770百万円となりました。

⑧有利子負債（短期借入金、長期借入金）

　有利子負債は、前連結会計年度末に比べ789百万円減少（同△8.2％）し、8,873百万円となりました。

⑨純資産の部

　純資産の部の合計は、前連結会計年度末に比べ281百万円減少（同△2.5％）し、11,170百万円となりました。

　純資産の部の増減の概要は次のとおりであります。

　株主資本は、当期純利益470百万円と配当による減少266百万円の他、自己株式（△表示）がＴｏＳＴＮｅＴ－３に

よる取得を主因に427百万円増加したことを主因に、前連結会計年度末に比べ217百万円減少（同△2.1％）し、

10,273百万円となりました。

　その他の包括利益累計額は、株高と円安を背景に、その他有価証券評価差額金と為替換算調整勘定が増加したこと

を主因に、前連結会計年度末に比べ894百万円増加し、272百万円（前期末は△622百万円）となりました。

　少数株主持分は、連結子会社の完全子会社化を主因に、前連結会計年度末に比べ、958百万円減少（同△60.5％)し、

624百万円となりました。

(4）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析

　当連結会計年度は、営業キャッシュフローが、税金等調整前当期純利益、減価償却、たな卸資産の減少、保険金の受

取りなどを主因に5,226百万円となり、得られた資金を設備投資、自己株式の取得、借入金の返済等に使用した結果、

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,104百万円増加（同＋

28.0％）し、5,043百万円となりました。

(5）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、その中でも喫緊の課題は、営業利益率の改善及び連結自己資本の増強と認識しております。

　そのために、携帯情報端末等成長分野と新興国市場への拡販及びＭＥＭＳ技術を応用した新製品を投入すること

に全力を挙げて取り組む所存であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、増産設備に重点を置き、当連結会計年度は電子部品を中心に、全体で

1,890百万円の設備投資（内86百万円は全社資産に対するものであります。）を実施いたしました。

　セグメントごとの主な内容は次のとおりであります。

①電子部品

　洪水被害を受けたタイの子会社における生産復旧のための機械装置の取得を中心に、1,792百万円の設備投資を実

施しており、その所要資金は自己資金および借入金によっております。

②金型・機械設備

　金型製造設備の更新、保全を中心に、11百万円の設備投資を実施しており、その所要資金は自己資金および借入金

によっております。

　

　なお、設備投資の額には無形固定資産を含めております。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

　 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社工場

(富山県富山市)
電子部品

皮膜・可変抵抗器

及び電子デバイス

製造設備

451 839
488

(15)
103 1,883

295

(6)

楡原工場

(富山県富山市)
電子部品

可変抵抗器及び圧

電部品製造設備
56 51

28

(12)
5 141

39

(1)

古川工場

(岐阜県飛騨市)
電子部品

皮膜抵抗器製造設

備
46 13

105

(9)
0 165

7

(―)

ＰＲＣ工場

(富山県中新川郡立山町)
電子部品 回路基板製造設備 126 83

104

(11)
2 317

29

(―)

朝日電子㈱

(富山県朝日町)(注4)
電子部品

チップ抵抗器製造

設備
126 546

230

(35)
15 918

―

(―)

本社

(富山県富山市)

電子部品

及び全社

本社業務・技術・

研究設備
309 146

174

(5)
312 944

141

(6)

東京営業所他8営業部門

(東京都大田区他)
電子部品 販売設備 76 0

391

(2)
4 473

69

(4)

その他

(富山県富山市他)

電子部品

及び全社
福利厚生施設他 ― ―

487

(59)
― 487

―

(―)

　

(2）国内子会社

　 平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

北陸興産㈱
本社他

(富山県富山市他)(注5)
その他

不動産賃貸・保険

代理業設備
849 ―

672

(7)

[23]

5 1,527
6

(―)

朝日電子㈱
本社工場

(富山県朝日町)
電子部品

チップ抵抗器製造

設備
3 0

0

(3)
0 5

121

(23)

ダイワ電機

精工㈱

本社他

(滋賀県長浜市)

金型・機械

設備
金型製造設備 83 58

177

(4)
13 333

43

(4)

ＨＤＫマイ

クロデバイ

ス㈱

本社工場他

(富山県富山市他)
電子部品

モジュール製品製

造設備
49 277

―

(―)
11 338

196

(―)

北陸アイ

シー㈱他

本社工場他

(富山県富山市他)

電子部品

及び金型・

機械設備

モジュール製品製

造設備
― 10

―

(―)
1 11

44

(1)
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(3）在外子会社

　 平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

北電マレー

シア㈱

本社工場

(マレーシア）
電子部品 回路基板製造設備 335 388

47

(63)
― 771

775

(―)

天津北陸電

気㈲

本社工場

(中華人民共和国)
電子部品

電子デバイス製造

設備
8 204

―

[5]
6 219

113

(―)

ＨＤＫタイ

ランド㈱

本社工場

(タイランド)
電子部品

モジュール製品製

造設備
255 789

―

[14]
54 1,098

94

(―)

上海広電北

陸微電子㈲

本社工場

(中華人民共和国)
電子部品

モジュール製品製

造設備
504 774

30

(21)
103 1,412

78

(251)

ＨＤＫフィ

リピン㈱

本社工場

(フィリピン)
電子部品

モジュール製品製

造設備
18 5

―

[15]
33 58

582

(―)

北陸電気

（広東）㈲

本社工場

(中華人民共和国)
電子部品

各種抵抗器及びモ

ジュール製品製造

設備

― 458
―

[19]
17 475

453

(94)

北陸シンガ

ポール㈱他

本社営業所他

(シンガポール他)
電子部品 販売設備他 ― 6

―

(―)
13 20

76

(―)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定並びに無形固定資産であります。なお、金額に

消費税等は含まれておりません。

２．土地及び建物の一部を賃借しております。賃借している土地の面積については[　]で外書しております。

３．連結貸借対照表に計上されていない主要な賃借及びリース設備は次のとおりであります。また、「地代」に

ついては「建物及び構築物」欄に含め表示しております。
 平成25年３月31日現在

会社名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容
賃借料及びリース料（百万円）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

その他 合計

北陸電気工業㈱

(富山県富山市他)
電子部品

皮膜・可変抵抗器、電子デバイス及び回

路基板製造設備
65 44 1 111

北陸興産㈱

(富山県富山市他)
その他 不動産賃貸・保険代理業設備 ― ― 19 19

ダイワ電機精工㈱

(滋賀県長浜市）

金型・機械

設備
金型製造設備 4 30 2 37

ＨＤＫタイランド㈱

(タイランド)
電子部品 モジュール製品製造設備 19 ― 1 21

ＨＤＫフィリピン㈱

(フィリピン)
電子部品 モジュール製品製造設備 3 1 2 6

４．提出会社が連結子会社朝日電子㈱に賃貸している設備であります。

５．連結子会社北陸興産㈱は、連結子会社ＨＤＫマイクロデバイス㈱に、土地22百万円（2千㎡）、建物464百万円

を賃貸しております。

６．従業員数の（　）は、平均臨時雇用者数を外書しております。

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

17/90



３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、景気予測、業界動向、得意先情報、投資効率等を総合的

に勘案して策定しております。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体で重複

投資とならないよう、提出会社を中心に調整を図っております。

　なお、期末時点では設備投資計画の総枠予算を策定しておりますが、個々のプロジェクトごとの決定がされていない

ため、セグメントごとの数値を開示する方法によっております。

　当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充・更新）は総額1,500百万円を計画しており、セグメントごと

の内訳は、次のとおりであります。

セグメントの名称
平成25年３月末
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的

電子部品 1,500抵抗器、電子デバイス等の量産設備

金型・機械設備 ― 　

報告セグメント計 1,500　

その他 ― 　

合計 1,500　

　（注）１．金額に消費税等は含まれておりません。

２．設備投資計画に係る今後の所要資金については、主として、自己資金及び借入金をもって充当する予定であ

ります。

３．経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月27日）

上場金融商品取引所名 内容

普通株式 92,500,996 92,500,996
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は1,000

株であります。

計 92,500,996 92,500,996 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成18年３月28日(注) 800 92,500 200 5,200 37 411

　（注）第三者割当による増資800千株（発行価額296円72銭、資本組入額250円）に伴う増加であります。

(6) 【所有者別状況】

　 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の
状況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
（人）

― 36 39 141 46 4 10,57010,836―

所有株式数
（単元）

― 19,1891,6868,2251,641 13 60,75691,510990,996

所有株式数
の割合(％)

― 20.7 1.8 8.9 1.8 0.0 66.7 100.0―

　（注）１．自己株式8,505,471株は「個人その他」に8,505単元、「単元未満株式の状況」に471株含まれております。

なお、自己株式8,505,471株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は

8,503,471株であります。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

　 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北電工取引先持株会 富山県富山市下大久保3158 2,382 2.58

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目2-26 2,314 2.50

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 2,183 2.36

北電工従業員持株会 富山県富山市下大久保3158 1,963 2.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)(注) 東京都中央区晴海１丁目8-11 1,752 1.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)(注) 東京都港区浜松町２丁目11-3 1,717 1.86

前田建設工業株式会社 東京都千代田区猿楽町２丁目8-8 1,648 1.78

株式会社ホクタテ 富山県富山市中野新町１丁目2-10 1,465 1.58

株式会社富山銀行 富山県高岡市守山町22 1,392 1.50

野村正也 神奈川県川崎市 1,160 1.26

計 ― 17,977 19.44

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)

の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はそれぞれ1,735千株及び1,694千株であります。

２．上記の他、自己株式が8,503千株（9.19％）あります。

(8) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年３月31日現在

区分
株式数
（株）

議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 　 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） 　 ― ― ―

議決権制限株式（その他） 　 ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） (注1)普通株式 8,503,000 ― ―

完全議決権株式（その他） (注2)普通株式 83,007,00083,007 ―

単元未満株式 (注3)普通株式 990,996 ― ―

発行済株式総数 　 　 92,500,996― ―

総株主の議決権 　 　 ― 83,007 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数4個が含まれております。

３．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式471株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

北陸電気工業株式会社
富山県富山市

下大久保３１５８番地
8,503,000 ― 8,503,000 9.19

計 ― 8,503,000 ― 8,503,000 9.19

　（注）　このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有してない株式が2,000株（議決権の数2個）

あります。

なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

20/90



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分
株式数
（株）

価額の総額
（円）

取締役会（平成24年７月12日）での決議状況

（取得期間　平成24年７月13日～平成24年７月13日）
5,000,000 500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 4,617,000 420,147,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 383,000 79,853,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 7.7 16.0

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 7.7 16.0

　（注）　平成24年７月12日の取締役会におきましては、具体的な取得方法について、次のとおり決議しております。

・平成24年７月12日の終値91円で、平成24年７月13日午前８時45分の東京証券取引所の自己株式立会外買付取

引(ＴｏＳＴＮｅＴ－３)において買付けの委託を行う(その他の取引制度や取引時間への変更は行わない)。

・当該買付注文は当該取引時間限りの注文とする。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分
株式数
（株）

価額の総額
（円）

当事業年度における取得自己株式 82,674 7,718,678

当期間における取得自己株式 5,686 681,978

　（注）　単元未満株式の買取りによる取得であり、当期間における取得自己株式には平成25年６月１日からこの有価証券

報告書提出日までの取得自己株式は含まれておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
(株)

処分価額
の総額
(円)

株式数
(株)

処分価額
の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自己株式 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 8,503,471 ― 8,509,157 ―

　（注）　当期間における保有自己株式数には平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得自己株式数は

含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対して安定配当の継続を基本としながら、将来の事業展開等に必要な内部留保の蓄積と企業体質の強

化を図ることを勘案して、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを旨としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当期の純損益は、当社単体では159百万円の損失となり、期末におけるその他利益剰余金が△122百万円となりました

が、連結におきましては470百万円の純利益を計上したこと及び安定配当維持のため、期末配当は、前期と同様、その他

資本剰余金を原資とし、１株当たり３円といたします。

　以上の方針に基づき、当期の１株当たり配当金は、平成25年６月27日開催の第79回定時株主総会において３円と決議

されました。

　なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めておりますが、中間配当

については実施を見送っております。

　また、当期に係る剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年６月27日
定時株主総会決議

251 3.00

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 242 221 208 195 129

最低（円） 99 131 107 103 80

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 88 99 107 123 124 129

最低（円） 80 82 95 107 104 114

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

会　長

代表取締役 野村正也 昭和12年８月12日生昭和45年５月当社入社

昭和48年５月当社監査役

昭和51年６月当社取締役（現在）及び東京営業所長

昭和57年６月当社常務取締役

昭和60年７月当社東京支社長

平成５年７月 当社生産事業部門及び商品開発部門管掌

平成６年３月 当社営業本部長兼国内事業部門管掌

平成８年６月 当社代表取締役社長

平成18年６月当社代表取締役会長（現在）

(注)21,160

取締役

社　長

代表取締役 津田信治 昭和21年３月21日生昭和43年４月当社入社

平成６年２月 当社生産事業本部長

平成６年６月 当社取締役（現在）

平成８年６月 当社生産統括

平成10年７月当社事業本部統括

平成11年７月当社事業本部長

平成12年６月当社常務取締役及び社長室長

平成14年６月当社専務取締役

平成14年７月当社総合戦略室長

平成15年６月当社代表取締役（現在）

平成16年６月当社代表取締役副社長

平成18年６月当社代表取締役社長（現在）

(注)2 107

専　務

取締役

代表取締役

営業本部長

野村和雄 昭和21年１月15日生昭和54年10月当社入社

平成６年３月 当社技術本部開発技術部長

平成８年６月 当社取締役（現在）及び技術本部長

平成10年７月当社技術統括

平成11年７月当社事業本部副本部長

平成12年６月当社システム事業本部長

平成14年７月当社営業本部長（現在）

平成16年６月当社常務取締役

平成18年６月当社代表取締役専務（現在）

(注)2 863

常　務

取締役

管理本部長 能登博文 昭和24年１月１日生平成７年８月 ㈱北陸銀行融資第二部副部長

平成11年４月当社へ出向

平成11年７月当社経営戦略部付部長

平成12年６月当社取締役（現在）及び事業支援本部長兼経営管

理部長

平成16年７月当社管理本部長（現在）

平成18年６月当社常務取締役（現在）

(注)2 89

取締役 ＨＤＫマイクロデバ

イス㈱

代表取締役社長

谷川　聡 昭和33年８月26日生昭和57年４月当社入社

平成14年７月当社システム事業本部長

平成16年７月当社執行役員

平成18年６月当社取締役（現在）

平成22年８月ＨＤＫマイクロデバイス㈱代表取締役社長

（現在）

(注)2 60

取締役 高周波部品事業本部

長

多田守男 昭和32年11月６日生昭和55年４月当社入社

平成11年７月当社電子部品事業部長機構部品製造部長

平成17年６月当社コンポーネント事業本部長

平成20年７月当社執行役員

平成23年６月当社取締役（現在）

平成23年６月当社高周波部品事業本部長（現在）

(注)2 61
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

監査役 常勤 神田　充 昭和31年７月14日生昭和54年４月当社入社

平成８年６月 当社機構部品事業部長

平成14年７月当社コンポーネント事業本部長

平成16年７月当社執行役員台湾北陸電子㈱総経理

平成17年１月当社執行役員総務部長

平成21年６月当社常勤監査役（現在）

(注)3 43

監査役 非常勤 北之園雅章 昭和34年８月24日生昭和63年４月弁護士登録（現在）及び松尾綜合法律事務所入所

平成９年６月 当社非常勤監査役（現在）

平成15年４月松尾綜合法律事務所退所

平成15年５月東京あおい法律事務所代表

平成20年２月東京あおい法律事務所退所

平成20年２月北之園・西山法律事務所代表（現在）

(注)4 1

監査役 非常勤 坂本重一 昭和20年３月10日生平成12年２月税理士資格取得（現在）

平成15年７月金沢国税局徴収部長

平成16年７月金沢国税局退職

平成16年９月坂本重一税理士事務所長（現在）

平成19年６月中村留精密工業㈱社外監査役（現在）

平成19年６月当社非常勤監査役（現在）

(注)4 26

監査役 非常勤 松本雅登 昭和26年12月10日生平成18年６月㈱北陸銀行取締役常務執行役員

平成21年６月㈱ほくほくフィナンシャルグループ常勤監査役

平成23年６月㈱ほくほくフィナンシャルグループ常勤監査役退

任

平成23年６月当社非常勤監査役（現在）

(注)4 9

計 2,421

　（注）１．監査役北之園雅章、坂本重一及び松本雅登は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

２．取締役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．監査役神田　充の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

４．監査役北之園雅章、坂本重一及び松本雅登の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成

27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．専務取締役野村和雄は、代表取締役会長野村正也の弟であります。

６．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な人

材登用のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は６名で、中国営業統括部長　笹山英典、開発技術本部長　小川明夫、高周波部品事業本部開発部長　

石割博之、資材部長　棚田益弘、コンポーネント事業本部長　橋爪彰一、ＦＡ部長　米島正志で構成されており

ます。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、経営の効率性・透明性を向上させ、株主、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーの立場に立っ

て、企業価値を最大化することをコーポレート・ガバナンス（企業統治）の基本的な方針としております。

１．企業統治の体制

①企業統治の体制の概要

イ．企業統治の体制の基本説明

　当社は監査役制度を採用しており、監査役の員数は定款で４名以内と定めて、監査役会を置いております。

　取締役の員数は定款で１２名以内と定めて、取締役会を置いており、意思決定・監督と執行の分離による取

締役会の活性化等のため執行役員制度を導入しております。

　監査役の補助および内部監査部門として業務監査部を設置しております。

ロ．企業統治の体制の内容

　経営方針等の重要項目に関する意思決定機関および監督機関として取締役会、経営監視機関として監査役

会があり、また、業務遂行の適正化を図るため業務監査部を設置しており、関係会社を含めた内部監査を行っ

ております。

　取締役会は、取締役６名（社外取締役は選任しておりません。）で構成されており、ステークホルダーの視

点を重視した経営の基本的な意思決定と業務執行の監督を行っており、毎月１回の定例開催および機動的な

臨時開催により、重要事項を全て付議し、充分な討議を経て決議を行っております。また、重要な業務執行に

ついて迅速な策定を図るため、業務担当取締役および執行役員を中心とした経営戦略会議を設置しておりま

す。

②当該企業統治の体制を採用する理由

　当社は、監査役会設置会社として監査役４名（うち、３名は社外監査役）を選任しており、社外監査役は企業

法務、金融・経済、財務・会計について専門的な知見を有し、客観的・中立的立場から経営の監督・監視が充分

になされる体制が整っていることから現状の体制を採用しております。

③その他の企業統治に関する事項

イ．内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決定し、法令順守・リスク管理・業務の

効率性確保等の具体的な施策を実施しております。

　法令・定款等に適合した職務の執行がなされることを確保するため、「コンプライアンス規定」の中に

「北陸電気工業グループ行動憲章」を定めその徹底をはかっております。ＣＳＲ委員会の指導のもと、業務

監査部がその遵守状況を監査しております。また、「苦情処理規定」を定め、法令違反その他コンプライアン

ス上の問題について適切な体制を整備しております。

　効率的な経営を行うため、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互間の適切な役割分担と

連携を確保しております。

　財務報告の信頼性を確保するための体制については、財務報告を適正に行うため、規定および手順等を定め

財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図っており、「ガバナンス室」を設置し、財務報告に係

る内部統制に対して定期的に監査を行い、内部統制の有効性について評価し、是正や改善の必要があるとき

は、速やかに代表取締役および監査役に報告するとともに当該部門はその対策を講じることとしておりま

す。

　反社会的勢力排除に向けた基本的考え方およびその整備状況については、市民生活の秩序や安全に脅威を

与える反社会的勢力・団体に対しては毅然として対応し、反社会的勢力排除に向けては、本社総務部門を対

応部署と定め、警察や外部専門機関との連絡体制を構築し、情報の収集を行うものとし行動規範、マニュアル

等を作成し社内連絡体制を周知徹底するものとしております。

ロ．リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理体制の基礎として「緊急事態対応規定」、「情報管理規定」等を定め、想定される個々のリスク

に対して管理責任者を決定し、同規定に従ったリスク管理体制を整備しております。緊急事態が発生した場

合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、損害を最小限にとどめ、加えて事後の再発防止策の策定を行う

体制を整備しております。
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④内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

　当社の監査役監査の組織は、監査役４名で構成されており、うち３名は社外監査役であり経営監視機能を充実

させているとともに、随時、会計監査人および業務監査部から報告及び説明を受け、幅広く監査を実施しており

ます。

　内部監査の組織としては業務監査部を設置しており、監査役および会計監査人との連携のもと、年間計画を立

て毎月必要な内部監査を関係会社も含めて実施しております。

　なお、社外監査役の各氏については、北之園雅章氏は弁護士資格があり、企業法務に関して相当程度の知見を

有しており、坂本重一氏は税理士の資格があり、財務及び会計に関して相当程度の知見を有しており、松本雅登

氏は長年金融機関に勤務され要職に携わってこられた経歴から、金融及び経済に関して相当程度の知見を有し

ております。

⑤内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

　内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係は、次のとおりで

あります。

　

⑥社外取締役又は社外監査役の員数

　社外取締役は選任しておりません。社外監査役は３名選任しております。

⑦社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の関係

　社外監査役と当社との人的関係、取引関係及びその他の関係はありません。

　社外監査役と当社との資本的関係である社外監査役の当社株式所有状況は、第４〔提出会社の状況〕５〔役

員の状況〕をご参照ください。

⑧社外監査役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合における当該他

の会社等と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の関係

　坂本重一氏は、中村留精密工業㈱の社外監査役であります。当社は、中村留精密工業㈱との間に特別な関係は

ありません。

　松本雅登氏は、平成23年６月に㈱ほくほくフィナンシャルグループ常勤監査役を退任し、現在は㈱ゴールドウ

イン及び北陸電気工事㈱の社外監査役であります。㈱ほくほくフィナンシャルグループは、当社の主力銀行で

あります㈱北陸銀行の親会社であります。また、㈱北陸銀行は当社の株主であり、当社は、㈱ほくほくフィナン

シャルグループの株式を保有しております。なお、当社は㈱ゴールドウイン及び北陸電気工事㈱との間には特

別な関係はありません。

⑨社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

　社外監査役は企業法務、金融・経済、財務・会計について専門的な知見を有し、客観的・中立的立場から経営

の監督・監視が充分になされます。

⑩社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容

基準等は特段設定しておりません。
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⑪社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

　当社の社外監査役は、当社と人的関係、取引関係等の特別な利害関係はなく、幅広い分野で活躍中の人であり、

客観的・中立的立場から経営の監督・監視が充分にしうる人材と考えております。

　なお、当社は監査役北之園雅章氏および坂本重一氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

⑫社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統

制部門との関係

　⑤項「内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係」に含め

て記載しております。

⑬社外取締役に代わる社内体制及び当該社内体制を採用する理由

　②項「当該企業統治の体制を採用する理由」にありますとおり、社外取締役を選任しなくても、現状社内体制

で客観的・中立的立場から経営の監督・監視が充分になされる体制が整っていると判断しております。

２．会計監査の状況

　当社の会計監査業務を独立監査人の立場から執行した公認会計士は、山本栄一氏および大和田淳氏であり、太

陽ＡＳＧ有限責任監査法人に所属しております。

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名及びその他３名であります。

３．役員報酬の内容

①報酬等の総額

区分 総額（百万円）

取締役 159

監査役（社外監査役を除く。） 13

社外役員 13

計 186

②連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である役員がいないため、開示を省略しております。

③報酬等の種類別の総額

区分 総額（百万円）
対象となる

役員の員数（人）

基本報酬 146 12

退職慰労金 40 2

計 186 　

④使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

区分 総額（百万円）
対象となる

役員の員数（人）

基本報酬 17 3

⑤報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　取締役の報酬総額限度額は第72回定時株主総会決議により年額200百万円以内（ただし、使用人給与は含みま

せん。）と定められており、報酬はその範囲内で取締役会が決定いたします。

　監査役の報酬総額限度額は第60回定時株主総会決議により年額45百万円以内と定められており、報酬はその

範囲内で監査役会が決定いたします。
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４．株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの内容

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額
（百万円）

26 1,241

②純投資目的以外の目的で保有する上場投資株式の内容

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（千株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 2,544 401友好な取引関係を維持するため

コーセル㈱ 187 215 同上

㈱北國銀行 393 122 同上

㈱富山銀行 722 114 同上

東光㈱ 216 59 同上

黒田電気㈱ 58 53 同上

前田建設工業㈱ 77 28 同上

シャープ㈱ 30 18 同上

岩崎通信機㈱ 81 6 同上

長野日本無線㈱ 43 5 同上

ジェコー㈱ 8 2 同上

山洋電気㈱ 4 2 同上

日本無線㈱ 11 2 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 3 0 同上

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（千株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 2,544 483友好な取引関係を維持するため

コーセル㈱ 188 200 同上

㈱北國銀行 393 154 同上

㈱富山銀行 785 135 同上

黒田電気㈱ 58 65 同上

東光㈱ 216 58 同上

前田建設工業㈱ 77 29 同上

シャープ㈱ 30 8 同上

岩崎通信機㈱ 81 7 同上

長野日本無線㈱ 49 6 同上

山洋電気㈱ 5 4 同上

日本無線㈱ 14 3 同上

ジェコー㈱ 8 2 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 3 0 同上
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５．その他

イ．当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

ロ．当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

ハ．当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第１６５条第２項の

規定により、取締役会の決議によって市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨を定款に定め

ております。

ニ．当社は、中間配当について、株主への機動的な還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役

会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

ホ．当社の取締役の員数は１２名以内とする旨を定款に定めております。

ヘ．当社の監査役の員数は４名以内とする旨を定款に定めております。

ト．当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について

　当社は、平成20年５月９日開催の取締役会において当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下「原

施策」といいます。）の導入を決議し、同年６月27日開催の定時株主総会において原施策の導入について承

認を受けており、平成23年６月29日開催の定時株主総会において原施策を一部見直したうえで継続する内容

の当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下「本施策」といいます。）の承認を受けております。

　本施策は、特定株主グループの議決権割合を２０％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、ま

たは結果として特定株主グループの議決権保有割合が２０％以上となる当社株式等の買付行為、公開買付等

を対象としております。これらの買付等が行われた際に、株主の皆様が判断するために必要な情報や時間を

確保したり、株主の皆様のために交渉を行うことを可能とするものであります。また、上記基本方針に反し、

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することにより、当社の企業価値・株主共同の利

益を確保・向上させることを目的としております。

なお、本施策の詳細は、「第２〔事業の状況〕３〔対処すべき課題〕」に記載しております。

(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 23 ― 23 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 23 ― 23 ―

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社グループの規模、同

業他社および同一地域での監査報酬水準などを総合的に勘案し、監査法人と協議して決定することといたして

おります。
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第５【経理の状況】
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、太陽Ａ

ＳＧ有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、第78期連結会計年度において当社の会計監査人であった永昌監査法人は、平成24年７月１日付けで、太陽ＡＳ

Ｇ有限責任監査法人と合併しております。

　臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1) 当該異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

①存続する監査公認会計士等の概要

名称 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

所在地 東京都港区赤坂八丁目５番２６号

　

②消滅する監査公認会計士等の概要

名称 永昌監査法人

所在地 石川県金沢市広岡一丁目１番１８号

　

(2) 当該異動の年月日

　平成24年７月１日

　

(3) 消滅する監査公認会計士等の直近における就任年月日

　平成24年６月28日

　

(4) 消滅する監査公認会計士等が直近3年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　該当事項はありません。

　

(5) 当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

　当社の会計監査人である永昌監査法人（消滅監査法人）が、平成24年７月１日付で、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

と合併したことに伴うものであります。

　これに伴いまして、当社の監査証明を行う監査公認会計士等は太陽ＡＳＧ有限責任監査法人となります。

　

(6) (5) の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る消滅する監査公認会計士等の意見

　特段の意見はないとの申し出を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基

準機構に加入しております。

　また、公益財団法人財務会計基準機構等の行う研修会等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,815 6,169

受取手形及び売掛金 ※5,8
 7,286

※5,8
 8,307

商品及び製品 2,124 1,334

仕掛品 2,715 2,487

原材料及び貯蔵品 1,194 1,268

繰延税金資産 412 450

損害保険未決算 502 －

その他 1,186 997

貸倒引当金 △10 △5

流動資産合計 20,226 21,009

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,357 12,324

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,300 △9,020

建物及び構築物（純額） ※5
 3,057

※5
 3,304

機械装置及び運搬具 28,100 28,512

減価償却累計額及び減損損失累計額 △24,113 △23,856

機械装置及び運搬具（純額） ※3,5
 3,987

※3,5
 4,655

土地 ※4,5
 3,161

※4,5
 2,939

その他 ※3
 634

※3
 360

有形固定資産合計 10,840 11,259

無形固定資産 ※3
 428

※3
 388

投資その他の資産

投資有価証券 ※2,5
 1,419

※2,5
 1,419

繰延税金資産 1,763 1,338

その他 1,120 1,211

貸倒引当金 △456 △502

投資その他の資産合計 3,847 3,466

固定資産合計 15,115 15,115

資産合計 35,342 36,124

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

31/90



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※8
 7,771

※8
 9,562

短期借入金 ※5,7
 4,738

※5,7
 4,107

未払法人税等 159 159

賞与引当金 221 215

その他 1,340 1,069

流動負債合計 14,230 15,113

固定負債

長期借入金 ※5
 4,924

※5
 4,765

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 389

※4
 386

退職給付引当金 3,517 3,770

その他 828 919

固定負債合計 9,660 9,840

負債合計 23,890 24,954

純資産の部

株主資本

資本金 5,200 5,200

資本剰余金 5,626 5,360

利益剰余金 353 830

自己株式 △688 △1,116

株主資本合計 10,491 10,273

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △153 81

繰延ヘッジ損益 △12 △6

土地再評価差額金 ※4
 650

※4
 643

為替換算調整勘定 △1,107 △447

その他の包括利益累計額合計 △622 272

少数株主持分 1,583 624

純資産合計 11,451 11,170

負債純資産合計 35,342 36,124
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 38,645 45,060

売上原価 ※1,3
 34,398

※1,3
 39,719

売上総利益 4,246 5,340

販売費及び一般管理費 ※2,3
 4,455

※2,3
 4,921

営業利益又は営業損失（△） △208 418

営業外収益

受取利息 63 47

受取配当金 23 22

設備賃貸料 32 33

雇用調整助成金 64 96

為替差益 11 401

その他 55 82

営業外収益合計 252 683

営業外費用

支払利息 197 163

債権売却損 42 39

出向者経費 153 19

休業費用 102 124

デリバティブ評価損 － 104

損害賠償金 62 0

その他 28 50

営業外費用合計 587 501

経常利益又は経常損失（△） △543 601

特別利益

固定資産売却益 ※4
 37

※4
 15

負ののれん発生益 ※8
 2

※8
 166

保険差益 － 630

受取保険金 10 8

受取補償金 － 206

その他 9 8

特別利益合計 59 1,035
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別損失

減損損失 ※7
 16

※7
 6

固定資産売却損 ※5
 9

※5
 4

固定資産除却損 ※6
 26

※6
 32

投資有価証券評価損 2 162

たな卸資産評価損 － 113

関係会社整理損 171 96

関係会社事業損失 － ※9
 136

移転費用 － 60

その他 38 30

特別損失合計 265 644

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△749 992

法人税、住民税及び事業税 109 94

法人税等調整額 445 340

法人税等合計 555 435

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,305 556

少数株主利益又は少数株主損失（△） △135 86

当期純利益又は当期純損失（△） △1,169 470
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,305 556

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9 234

繰延ヘッジ損益 13 6

土地再評価差額金 55 －

為替換算調整勘定 △96 1,003

その他の包括利益合計 ※1
 △17

※1
 1,244

包括利益 △1,322 1,800

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △1,159 1,371

少数株主に係る包括利益 △163 429
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,200 5,200

当期末残高 5,200 5,200

資本剰余金

当期首残高 5,626 5,626

当期変動額

剰余金の配当 － △266

当期変動額合計 － △266

当期末残高 5,626 5,360

利益剰余金

当期首残高 1,775 353

当期変動額

剰余金の配当 △266 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,169 470

土地再評価差額金の取崩 13 6

当期変動額合計 △1,421 476

当期末残高 353 830

自己株式

当期首残高 △684 △688

当期変動額

自己株式の取得 △3 △427

当期変動額合計 △3 △427

当期末残高 △688 △1,116

株主資本合計

当期首残高 11,917 10,491

当期変動額

剰余金の配当 △266 △266

当期純利益又は当期純損失（△） △1,169 470

自己株式の取得 △3 △427

土地再評価差額金の取崩 13 6

当期変動額合計 △1,425 △217

当期末残高 10,491 10,273
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △162 △153

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 234

当期変動額合計 8 234

当期末残高 △153 81

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △26 △12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

13 6

当期変動額合計 13 6

当期末残高 △12 △6

土地再評価差額金

当期首残高 607 650

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

42 △6

当期変動額合計 42 △6

当期末残高 650 643

為替換算調整勘定

当期首残高 △1,038 △1,107

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△68 660

当期変動額合計 △68 660

当期末残高 △1,107 △447

少数株主持分

当期首残高 1,783 1,583

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △200 △958

当期変動額合計 △200 △958

当期末残高 1,583 624
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△749 992

減価償却費 1,500 1,500

減損損失 16 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △90 41

賞与引当金の増減額（△は減少） △137 △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 158 252

受取利息及び受取配当金 △87 △69

支払利息 197 163

為替差損益（△は益） 10 △112

固定資産売却損益（△は益） △27 △10

固定資産除却損 26 32

投資有価証券売却損益（△は益） △2 23

投資有価証券評価損益（△は益） 2 162

負ののれん発生益 △2 △166

雇用調整助成金 △64 △96

保険差益 － △630

受取補償金 － △206

休業費用 102 124

移転費用 － 60

デリバティブ評価損益（△は益） － 104

関係会社整理損 171 96

関係会社事業損失 － 136

売上債権の増減額（△は増加） 1,175 △600

たな卸資産の増減額（△は増加） △264 1,231

仕入債務の増減額（△は減少） △1,432 1,575

その他 △375 △359

小計 126 4,246

利息及び配当金の受取額 87 69

利息の支払額 △195 △167

法人税等の支払額 △127 △97

保険金の受取額 － 1,142

損害賠償金の支払額 △21 △67

雇用調整助成金の受取額 64 96

休業費用の支払額 △99 △124

補償金の受取額 － 155

清算損失負担金の支払額 － △27

営業活動によるキャッシュ・フロー △163 5,226
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △1,572 △2,319

固定資産の売却による収入 89 334

投資有価証券の取得による支出 △130 △33

投資有価証券の売却及び償還による収入 552 39

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 7 9

子会社株式の取得による支出 － △678

定期預金の純増減額（△は増加） 455 △166

その他 △25 △54

投資活動によるキャッシュ・フロー △625 △2,868

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 910 31

長期借入れによる収入 2,254 3,100

長期借入金の返済による支出 △3,723 △3,962

社債の償還による支出 △50 －

リース債務の返済による支出 △241 △198

自己株式の取得による支出 △3 △427

配当金の支払額 △266 △266

少数株主への配当金の支払額 △30 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,149 △1,723

現金及び現金同等物に係る換算差額 △62 469

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,001 1,104

現金及び現金同等物の期首残高 5,984 3,939

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △43 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,939

※1
 5,043
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

（イ）連結子会社の数　16社

主要な連結子会社名

　北陸興産㈱、朝日電子㈱、ダイワ電機精工㈱、ＨＤＫマイクロデバイス㈱、北電マレーシア㈱、上海広電北陸微電子

㈲、北陸電気（広東）㈲、北陸（上海）国際貿易㈲、北陸シンガポール㈱

（ロ）主要な非連結子会社の名称等

　主要な非連結子会社はありません。

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２　持分法の適用に関する事項

　持分法を適用する非連結子会社及び関連会社はありません。また、持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関

連会社はありません。

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

ＨＤＫチャイナ㈱ 12月31日

北陸（上海）国際貿易㈲ 12月31日

天津北陸電気㈲ 12月31日

ＨＤＫタイランド㈱ 12月31日

上海広電北陸微電子㈲ 12月31日

ＨＤＫフィリピン㈱ 12月31日

北陸電気（広東）㈲ 12月31日

いずれも、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

４　会計処理基準に関する事項

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…主として決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により算出しております。）

時価のないもの…主として移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

（原材料及び貯蔵品）

　当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、在外

連結子会社は主として先入先出法による低価法を採用しております。

（商品及び製品並びに仕掛品）

　当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、在外連

結子会社は主として先入先出法による低価法を採用しております。
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（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は主として定率法、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。ただし、当

社及び国内連結子会社は、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、連結会計年度ごとに一括して３年

間で均等償却する方法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

③リース資産

（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっておりま

す。

（ハ）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており、在外連結子会社は、主として特定の債権について、その

回収可能性を勘案した所要見積額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上しております。

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、主として15年による均等額を費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

（ニ）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　変動金利の借入金の金利変動リスクに対してヘッジするために金利スワップ取引を利用しております。また、為

替変動リスクに対してヘッジするために為替予約取引を利用しております。

③ヘッジ方針

　金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジする目的に限定し、デリバティブ取引を行っております。

　なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ手段の金利変動等を基礎として判断しております。

（ホ）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

（ヘ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

（ト）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年

度の費用として処理しております。

②連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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（未適用の会計基準等）

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　

(1) 概要

　本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務

費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

　

(2) 適用予定日

　平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27

年３月期の期首より適用予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

１　前連結会計年度において区分掲記しておりました「有形固定資産」の「工具、器具及び備品」、「建設仮勘定」

は、金額的重要性が乏しくなったため、前連結会計年度、当連結会計年度とも「有形固定資産」の「その他」に含め

て表示しております。

　

（連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形割引高 20百万円 ―百万円

　

※２　投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 159百万円 32百万円

　

※３　リース資産を含んでおります。

　

※４　当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第五号」

に定める方法により算出

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日

　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

再評価を行った土地の当連結会計年度末に

おける時価と再評価後の帳簿価額との差額
571百万円 606百万円
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※５　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 30百万円 (　　―百万円) 31百万円 (    ―百万円)

建物及び構築物 1,293 ( 1,049　　　)1,084 (   961　　　)

機械装置及び運搬具 327 (   327　　　) 278 (   278　　　)

土地 2,170 ( 1,460　　　)1,949 ( 1,443　　　)

投資有価証券 7 (　　―　　　) 7 (    ―　　　)

計 3,828 ( 2,836　　　)3,352 ( 2,683　　　)

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 2,570百万円( 2,469百万円)1,329百万円 ( 1,306百万円)

長期借入金 3,388 ( 2,537　　　)4,429 ( 3,878　　　)

計 5,959 ( 5,006　　　)5,759 ( 5,184　　　)

　上記のうち、(　)内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

　

６　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

医療法人財団北聖会 115 医療法人財団北聖会 88

その他 2 その他 2

計 118 計 91

　

※７　当座貸越契約

　当社及び連結子会社４社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

当座貸越極度額の総額 7,085百万円 7,324百万円

借入実行残高 556 1,189

差引額 6,528 6,135

　

※８　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結会

計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 8百万円 10百万円

支払手形 3 1

受取手形割引高 5 ―
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

―百万円 65百万円

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

従業員給料及び賞与 2,469百万円 2,634百万円

貸倒引当金繰入額 △84 △9

賞与引当金繰入額 93 86

退職給付費用 156 137

減価償却費 195 216

　

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

920百万円 1,001百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具 15百万円 　 15百万円

工具、器具及び備品 7 　 ―

土地 14 　 ―

その他 0 　 ―

計 37 　 15

　

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具 9百万円 　 0百万円

土地 ― 　 4

その他 ― 　 ―

計 9 　 4

　

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び構築物 6百万円 　 ―百万円

機械装置及び運搬具 12 　 19

工具、器具及び備品 4 　 13

無形固定資産 3 　 ―

計 26 　 32
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※７　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

場所 用途 種類

岐阜県飛騨市 遊休資産 土地

中華人民共和国蘇州市 遊休資産 機械装置及び運搬具

　当社グループは、事業用資産については原則として工場を、賃貸資産、福利厚生施設及び遊休資産についてはそれ

ぞれ個別の物件を単位としてグルーピングを行なっておりますが、遊休資産のうち時価が著しく下落した土地と金

型製造設備について、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、それぞれ当該減少額を、減損損失（16百万円）として特

別損失に計上しました。

　その内訳は、土地15百万円、機械装置及び運搬具1百万円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額ついては、土地は固定資産税評価額に基づく時価で、遊休資産は売却交渉

に基づく正味売却価額で評価しております。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類

岐阜県飛騨市 遊休資産 土地

富山県富山市 遊休資産 土地

　当社グループは、事業用資産については原則として工場を、賃貸資産、福利厚生施設及び遊休資産についてはそれ

ぞれ個別の物件を単位としてグルーピングを行なっておりますが、遊休資産のうち時価が著しく下落した土地につ

いて、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、それぞれ当該減少額を、減損損失（6百万円）として特別損失に計上し

ました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額ついては、固定資産税評価額に基づく時価で評価しております。

　

※８　負ののれん発生益

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　連結子会社でありますダイワ電機精工㈱の発行済株式の一部を少数株主より買い取ったことによるものでありま

す。

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　連結子会社であります北電マレーシア㈱の発行済株式の30％を追加取得し、完全子会社化したことによるもので

あります。

　

※９　関係会社事業損失

　金型・機械設備セグメントの金型製造事業において、収益構造の改善策の一環として、埼玉県に所在する工場を閉

鎖したことによるものであります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 11百万円 119百万円

組替調整額 △0 158

税効果調整前 10 278

税効果額 △1 △43

その他有価証券評価差額金 9 234

繰延ヘッジ損益： 　 　

当期発生額 △4 △1

組替調整額 17 7

税効果調整前 13 6

税効果額 ― 0

繰延ヘッジ損益 13 6

土地再評価差額金： 　 　

税効果額 55 ―

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 △161 1,003

組替調整額 65 ―

税効果調整前 △96 1,003

税効果額 ― ―

為替換算調整勘定 △96 1,003

その他の包括利益合計 △17 1,244
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 92,500 ― ― 92,500

合　　計 92,500 ― ― 92,500

自己株式 　 　 　 　

普通株式(注) 3,774 29 ― 3,803

合　　計 3,774 29 ― 3,803

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増29千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金
（円）

基　準　日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 266 3.00平成23年３月31日平成23年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当金

（円）
基　準　日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 266資本剰余金 3.00平成24年３月31日平成24年６月29日

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 92,500 ― ― 92,500

合　　計 92,500 ― ― 92,500

自己株式 　 　 　 　

普通株式(注) 3,803 4,699 ― 8,503

合　　計 3,803 4,699 ― 8,503

　（注）普通株式の自己株式の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得4,617千株および単元未満株式の買取り82

千株によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金
（円）

基　準　日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 266 3.00平成24年３月31日平成24年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当金

（円）
基　準　日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 251資本剰余金 3.00平成25年３月31日平成25年６月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 4,815百万円 6,169百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △875　 △1,125　

現金及び現金同等物 3,939　 5,043　

　

２　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 194百万円 307百万円

　

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

(1）所有権移転ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として、海外の電子部品セグメントにおける生産設備等（機械装置及び運搬具）であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
　
(2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として、電子部品セグメントにおける生産設備、コンピュータ端末機等（機械装置及び運搬具並びに工具、

器具及び備品）であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については主に銀行借入や

社債発行によっております。デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グ

ループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期

的に把握する体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であ

ります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、支

払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取

引）をヘッジ手段として利用しております。

　デリバティブ取引の契約は、各事業部署の稟議手続により、管理部門の検討を経て社長決裁により行われており、

取引結果は毎月管理部門に報告されております。

　また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。

　なお、デリバティブ取引の一部についてはヘッジ会計を行っており、その内容は連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項「４会計処理基準に関する事項（ニ）重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成する

などの方法により管理しております。

　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体

がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額
（百万円）(*1)

時価（百万円）(*1) 差額（百万円）

(1）現金及び預金 4,815 4,815 ―

(2）受取手形及び売掛金 7,286 7,286 ―

(3）投資有価証券その他有価証券 1,173 1,173 ―

(4）支払手形及び買掛金 (7,771) (7,771) ―

(5）短期借入金 (1,157) (1,157) ―

(6）長期借入金 (8,505) (8,586) (81)

(7）デリバティブ取引(*2) 　 　 　

　①ヘッジ会計が適用されていないもの 5 5 ―

　②ヘッジ会計が適用されているもの (12) (12) ―

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（　）で示しております。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額
（百万円）(*1)

時価（百万円）(*1) 差額（百万円）

(1）現金及び預金 6,169 6,169 ―

(2）受取手形及び売掛金 8,307 8,307 ―

(3）投資有価証券その他有価証券 1,300 1,300 ―

(4）支払手形及び買掛金 (9,562) (9,562) ―

(5）短期借入金 (1,189) (1,189) ―

(6）長期借入金 (7,683) (7,698) (14)

(7）デリバティブ取引(*2) 　 　 　

　①ヘッジ会計が適用されていないもの (99) (99) ―

　②ヘッジ会計が適用されているもの (6) (6) ―

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格により、株式以外は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。

(4）支払手形及び買掛金、(5）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。

(6）長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入をした場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

(7）デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額は前連結会計年度末85百万円、当連結会計年度末85百万円）は、市場価格

がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「(3）投資有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,815 ― ― ―

受取手形及び売掛金 7,286 ― ― ―

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満

期があるもの
　 　 　 　

(1）債券（社債） ― ― 99 ―

合計 12,101 ― 99 ―

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,169 ― ― ―

受取手形及び売掛金 8,307 ― ― ―

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満

期があるもの
　 　 　 　

(1）債券（社債） ― ― 101 ―

合計 14,476 ― 101 ―

（注）４．長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 3,581 2,324 1,359 878 326 35

リース債務 226 52 49 44 30 19

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 2,918 1,967 1,495 924 378 ―

リース債務 108 64 59 44 31 3
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 591 505 86

小計 591 505 86

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 469 700 △230

(2）債券 99 100 0

(3）その他 12 19 △6

小計 581 820 △238

合計 1,173 1,325 △151

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額85百万円）ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 468 328 139

(2）債券 101 100 1

小計 570 428 141

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 721 736 △14

(2）その他 9 9 ―

小計 730 745 △14

合計 1,300 1,173 126

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額85百万円）ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 13 2 ―

(2）その他 19 0 ―

合計 32 2 ―

　
当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 ― ― ―

(2）その他 25 0 2

合計 25 0 2

　

３．減損処理を行った有価証券

　その他有価証券及び関係会社株式について、当連結会計年度において231百万円、前連結会計年度において2百万円

減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

オプション取引 　 　 　 　
売建コールＵＳ＄ 748 ― △11 3
買建プットＵＳ＄ 498 ― 14 0
為替予約取引 　 　 　 　
売建ＵＳ＄ 66 ― 1 1

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

オプション取引 　 　 　 　
売建コールＵＳ＄ 639 ― △101 △94
買建プットＵＳ＄ 426 ― 0 △5
為替予約取引 　 　 　 　
売建ＵＳ＄ 294 ― 1 1

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
　
(2）金利関連

該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理
為替予約取引 　 　 　 　
売建ＵＳ＄ 売掛金 339 ― （注）
買建ＵＳ＄ 買掛金 29 ― （注）

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされているものと一体として処理されているため、その時価

は、当該ヘッジ対象とされているものの時価に含めて記載しております。
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理
為替予約取引 　 　 　 　
売建ＵＳ＄ 売掛金 245 ― （注）

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされているものと一体として処理されているため、その時価

は、当該ヘッジ対象とされているものの時価に含めて記載しております。
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(2）金利関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
金利スワップ取引 　 　 　 　
受取変動・固定支払 長期借入金 1,630 1,010 △12

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
金利スワップ取引 　 　 　 　
受取変動・固定支払 長期借入金 1,010 390 △6

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に

際して割増退職金を支払う場合があります。

　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については５社が有しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(1）退職給付債務 △3,864百万円 △4,219百万円

(2）年金資産 ― ―

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △3,864 △4,219

(4）会計基準変更時差異の未処理額 182 121

(5）未認識数理計算上の差異 240 327

(6）未認識過去勤務債務(債務の減額) △76 ―

(7）連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6)△3,517 △3,770

(8）前払年金費用 ― ―

(9）退職給付引当金(7)－(8) △3,517 △3,770

　（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

(1）勤務費用（注） 239百万円 231百万円

(2）利息費用 63 53

(3）期待運用収益 ― ―

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 60 60

(5）数理計算上の差異の費用処理額 97 96

(6）過去勤務債務の費用処理額 △46 △76

(7）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)415 365

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1）勤務費用」に計上しております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

　ポイント基準

(2）割引率

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

1.35％ 0.88％

(3）期待運用収益率

　該当事項はありません。

(4）過去勤務債務の額の処理年数

　10年（発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっております。）

(5）数理計算上の差異の処理年数

　10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしております。）

(6）会計基準変更時差異の処理年数

　主として15年であります。一部の子会社では、1年の期間によっております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
　

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

貸倒引当金 20百万円 　 19百万円

賞与引当金 80 　 81

退職給付引当金 1,252 　 1,333

固定資産 124 　 74

減損損失 37 　 74

土地再評価損 13 　 124

たな卸資産評価損 78 　 151

投資有価証券評価損 222 　 144

その他有価証券評価差額金 54 　 ―

未払事業税等 8 　 11

税務上の繰越欠損金 2,798 　 2,008

その他 296 　 342

繰延税金資産小計 4,988 　 4,366

評価性引当額 △2,582 　 △2,213

繰延税金資産合計 2,406 　 2,152

繰延税金負債 　 　 　

土地再評価益 △389 　 △386

その他有価証券評価差額金 △1 　 △44

外国子会社配当等益金不算入 △45 　 △97

退職給与負債調整勘定 △182 　 △182

その他 △0 　 △39

繰延税金負債合計 △619 　 △749

繰延税金資産の純額 1,786 　 1,402

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
　

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 412百万円 　 450百万円

固定資産－繰延税金資産 1,763 　 1,338

流動負債－繰延税金負債 ― 　 ―

固定負債－繰延税金負債 389 　 386

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
　

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.4％ 　 37.8％

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.9 　 2.3

住民税均等割等 △3.0 　 1.9

税率変動を除く評価性引当額の増加 △80.8 　 11.2

受取配当等の益金不算入等 2.7 　 6.6

税率変更による減額修正 △31.6 　 ―

在外子会社の税率差異 6.3 　 △10.6

その他 △6.2 　 △5.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △74.1 　 43.9
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1）報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社グループ（当社及び連結子会社）の構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

　当社グループは、主として電子部品の製造・販売を事業としており、当社が電子部品事業について国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　一方、電子部品の製造に関連する金型・機械設備の製造・販売も事業の一端としておりますが、市場動向・営業体

制等が電子部品事業と異なるため、区別して管理を行っております。

　したがって、当社は、「電子部品」及び「金型・機械設備」の２つを報告セグメントとしております。

(2）各セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「電子部品」は、抵抗器、モジュール製品、電子デバイス及び回路基板等を製造・販売しております。

　「金型・機械設備」は、金型・機械設備の製造・販売及びその保守業務を行っております。
　
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部

収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
　
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

電子部品
金型・
機械設備

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 33,417 1,157 34,574 4,070 38,645 ― 38,645

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 221 221 157 378 △378 ―

計 33,417 1,378 34,795 4,227 39,023 △378 38,645

セグメント利益
又は損失（△）

638 △39 598 100 699 △907 △208

セグメント資産 28,904 1,495 30,399 2,563 32,963 2,378 35,342

セグメント負債 15,549 1,286 16,836 1,785 18,621 5,268 23,890

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,331 74 1,406 44 1,451 49 1,500

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,397 23 1,420 0 1,421 326 1,747

　
当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

電子部品
金型・
機械設備

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 39,837 898 40,735 4,324 45,060 ― 45,060

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 119 119 140 260 △260 ―

計 39,837 1,017 40,854 4,465 45,320 △260 45,060

セグメント利益
又は損失（△）

1,400 △56 1,344 84 1,429△1,010 418

セグメント資産 30,027 990 31,018 2,586 33,604 2,519 36,124

セグメント負債 17,768 625 18,393 1,648 20,042 4,912 24,954

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,312 38 1,351 44 1,396 104 1,500

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,792 11 1,803 4 1,807 83 1,890
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（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品仕入（㈱大泉製作

所製品）及び不動産・保険代理業に係る事業であります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益 （単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 95 78

のれんの償却額 △10 △10

全社費用※ △992 △1,077

合計 △907 △1,010

※全社費用は、主に報告セグメント及びその他に帰属しない一般管理費であります。

　

セグメント資産 （単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △237 △114

のれん ― 43

全社資産※ 2,616 2,591

合計 2,378 2,519

※全社資産は、主に当社保有の投資有価証券及び本社の建物とソフトウェアであります。

　

セグメント負債 （単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △718 △1,000

のれん 1 0

全社負債※ 5,985 5,911

合計 5,268 4,912

※全社負債は、主に当社の長期借入金であります。

　

減価償却費 （単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

固定資産の調整額 △33 △21

全社費用※ 82 125

合計 49 104

※全社費用は、主に本社の建物及びソフトウェアの減価償却であります。

　

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 （単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

固定資産の調整額 △7 △3

全社※ 334 86

合計 326 83

※全社は、主に本社におけるソフトウェアの取得であります。

　

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 合計

外部顧客への売上高 33,417 1,157 4,070 38,645

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　 （単位：百万円）
日本 アジア その他 合計

20,958 15,874 1,811 38,645

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
　

(2）有形固定資産

　 （単位：百万円）
日本 アジア その他 合計

8,122 2,717 0 10,840

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）
相手先 売上高 関連するセグメント名

シャープ㈱ 5,464電子部品
㈱デンソー 4,742電子部品

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 合計

外部顧客への売上高 39,837 898 4,324 45,060

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　 （単位：百万円）
日本 アジア その他 合計

19,609 23,337 2,113 45,060

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
　

(2）有形固定資産

　 （単位：百万円）
日本 アジア その他 合計

7,257 4,001 0 11,259

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）
相手先 売上高 関連するセグメント名

無錫夏普電子元器件㈲ 8,440電子部品
シャープ㈱ 5,435電子部品
㈱デンソー 4,985電子部品
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 （単位：百万円）

　 電子部品
金型・機械設備
（注）

その他 全社・消去 合計

減損損失 15 1 ― ― 16

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　 （単位：百万円）

　 電子部品
金型・機械設備
（注）

その他 全社・消去 合計

減損損失 3 ― 3 ― 6

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 全社・消去 合計

当期償却額 10 ― ― ― 10
当期末残高 ― ― ― ― ―

　なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおり

であります。

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 全社・消去 合計

当期償却額 1 2 ― ― 3
当期末残高 ― 1 ― ― 1

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 全社・消去 合計

当期償却額 ― ― ― 10 10
当期末残高 ― ― ― 43 43

　なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおり

であります。

　 （単位：百万円）
　 電子部品 金型・機械設備 その他 全社・消去 合計

当期償却額 ― ― ― 0 0
当期末残高 ― ― ― 0 0
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　金型・機械設備において2百万円の負のれん発生益を計上しております。これは、当社が子会社のダイワ電機精工

㈱の株式を少数株主から取得したことによるものであります。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　電子部品において166百万円の負のれん発生益を計上しております。これは、当社が子会社の北電マレーシア㈱の

株式を少数株主から取得したことによるものであります。

　

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

(百万円)　

事業の

内容　

議決権等の

所有割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社 菱北電子㈱
富山県

富山市
189

電子部品

製造販売　
直接40％ 株式の保有

清算損失

負担金
27― ―

（注）清算損失負担金は覚書に基づく支払いであります。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　

前連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 111.26円 125.55円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
△13.18円 5.51円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 11,451 11,170

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1,583 624

（うち少数株主持分（百万円）） （1,583） （624）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 9,868 10,545

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
88,697 83,997

３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

前連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,169 470

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益金額又は

当期純損失金額（百万円）
△1,169 470

普通株式に係る期中平均株式数（千株） 88,711 85,339

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,157 1,189 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,581 2,918 1.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 226 108 ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 4,924 4,765 1.3平成26年４月～30年１月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 196 202 ― 平成26年４月～34年12月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 10,084 9,183 ― ―

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務の「平均利率」については、一部の連結子会社がリース料総額に含まれる利息相当額を控

除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しており、また、リース契約が多岐にわたり平均利率

の算出が困難であるため、記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は次のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,967 1,495 924 378

リース債務 64 59 44 31

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 10,165 20,175 31,942 45,060

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（△）（百万円）
△218 335 254 992

四半期（当期）純利益金額

（△）（百万円）
△208 118 △164 470

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（△）（円）
△2.35 1.37 △1.92 5.51

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（△）（円）
△2.35 3.86 △3.37 7.56
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,661 1,780

受取手形 256 145

売掛金 ※4
 5,104

※4
 5,183

商品及び製品 318 163

仕掛品 676 483

原材料及び貯蔵品 5 5

繰延税金資産 333 324

関係会社短期貸付金 228 293

未収入金 ※4
 1,412

※4
 1,971

前払費用 14 14

その他 451 27

貸倒引当金 △13 △71

流動資産合計 10,450 10,321

固定資産

有形固定資産

建物 6,437 6,274

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,212 △5,166

建物（純額） ※1
 1,225

※1
 1,108

構築物 548 604

減価償却累計額及び減損損失累計額 △484 △496

構築物（純額） 64 107

機械及び装置 16,654 16,170

減価償却累計額 △14,709 △14,451

機械及び装置（純額） ※1,2
 1,944

※1,2
 1,719

車両運搬具 30 35

減価償却累計額 △28 △30

車両運搬具（純額） ※2
 2

※2
 5

工具、器具及び備品 2,180 2,227

減価償却累計額 △2,023 △2,065

工具、器具及び備品（純額） 157 161

土地 ※1,3
 2,069

※1,3
 2,048

有形固定資産合計 5,463 5,151

無形固定資産

施設利用権 3 2

ソフトウエア ※2
 337

※2
 270

その他 11 10
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

無形固定資産合計 351 283

投資その他の資産

投資有価証券 1,212 1,342

関係会社株式 8,451 9,344

関係会社長期貸付金 490 706

繰延税金資産 1,478 1,186

その他 501 507

貸倒引当金 △48 △206

投資その他の資産合計 12,086 12,881

固定資産合計 17,901 18,316

資産合計 28,351 28,637

負債の部

流動負債

支払手形 1,239 －

買掛金 4,925 6,406

短期借入金 ※1,7
 3,148

※1,7
 3,102

リース債務 49 62

未払金 ※4
 875

※4
 830

未払費用 153 144

未払法人税等 25 70

前受金 73 29

預り金 ※4
 554

※4
 438

賞与引当金 140 141

その他 41 109

流動負債合計 11,227 11,336

固定負債

長期借入金 ※1
 3,136

※1
 3,709

リース債務 186 191

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 389

※3
 386

退職給付引当金 2,685 2,894

その他 239 189

固定負債合計 6,637 7,371

負債合計 17,865 18,708
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,200 5,200

資本剰余金

資本準備金 411 437

その他資本剰余金 5,215 4,922

資本剰余金合計 5,626 5,360

利益剰余金

利益準備金 182 182

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 31 △122

利益剰余金合計 213 59

自己株式 △688 △1,116

株主資本合計 10,350 9,503

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △210 79

繰延ヘッジ損益 △12 △6

土地再評価差額金 ※3
 358

※3
 352

評価・換算差額等合計 135 426

純資産合計 10,486 9,929

負債純資産合計 28,351 28,637
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

製品売上高 27,778 28,603

商品売上高 3,967 4,174

売上値引及び戻り高 459 5

売上高合計 ※1
 31,285

※1
 32,772

売上原価

製品期首たな卸高 218 266

当期製品製造原価 24,662 25,429

合計 24,881 25,696

製品期末たな卸高 266 123

製品売上原価 ※2
 24,614

※2
 25,573

商品期首たな卸高 16 51

当期商品仕入高 3,909 4,030

合計 3,925 4,082

商品期末たな卸高 51 40

商品売上原価 3,873 4,042

売上原価合計 28,487 29,615

売上総利益 2,797 3,157

販売費及び一般管理費

販売手数料 59 41

運賃諸掛 16 6

貸倒引当金繰入額 △1 △9

役員報酬 157 146

従業員給料及び賞与 691 641

賞与引当金繰入額 42 42

退職給付費用 83 71

福利厚生費 172 173

業務委託費 257 257

賃借料 156 91

減価償却費 91 125

旅費及び交通費 85 83

通信費 28 26

租税公課 54 47

交際費 25 24

研究費 ※3
 918

※3
 1,001

その他 8 138

販売費及び一般管理費合計 2,846 2,908

営業利益又は営業損失（△） △48 248

営業外収益

受取利息 13 16

有価証券利息 15 1

受取配当金 ※1
 212

※1
 341

設備賃貸料 ※1
 240

※1
 242

為替差益 14 451

その他 54 75

営業外収益合計 550 1,129
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業外費用

支払利息 123 91

貸与資産減価償却費 157 150

デリバティブ評価損 － 104

休業費用 61 78

出向者経費 81 38

損害賠償金 62 0

貸倒引当金繰入額 － 88

その他 66 68

営業外費用合計 553 620

経常利益又は経常損失（△） △51 757

特別利益

固定資産売却益 ※4
 14

※4
 1

受取保険金 9 2

その他 3 1

特別利益合計 27 6

特別損失

固定資産売却損 ※5
 4

※5
 4

固定資産除却損 ※6
 9

※6
 32

投資有価証券評価損 2 216

関係会社株式評価損 256 25

関係会社貸倒引当金繰入額 － 136

関係会社整理損 － 199

その他 29 9

特別損失合計 302 624

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △325 139

法人税、住民税及び事業税 △19 44

法人税等調整額 407 253

法人税等合計 388 298

当期純損失（△） △714 △159
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【製造原価明細表】

　 　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
(%)

金額
（百万円）

構成比
(%)

Ⅰ材料費 　 17,59972.3 18,97175.2
Ⅱ労務費 ※2 1,559 6.4 1,325 5.3
Ⅲ経費 ※3 5,188 21.3 4,940 19.6
当期総製造費用 　 24,348100.0 25,237100.0
期首仕掛品たな卸高 　 990 　 676 　

合計 　 25,339 　 25,913 　
期末仕掛品たな卸高 　 676 　 483 　
当期製品製造原価 　 24,662 　 25,429 　

　（注） 1　原価計算の方法は、組別総合原価計算によっております。

※2　労務費のうち、賞与引当金繰入額及び退職給付費用は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度
賞与引当金繰入額 62百万円 61百万円
退職給付費用 136百万円 116百万円

※3　経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度
外注加工費 4,238百万円 4,168百万円
減価償却費 409百万円 329百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,200 5,200

当期末残高 5,200 5,200

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 411 411

当期変動額

剰余金の配当 － 26

当期変動額合計 － 26

当期末残高 411 437

その他資本剰余金

当期首残高 5,215 5,215

当期変動額

剰余金の配当 － △292

当期変動額合計 － △292

当期末残高 5,215 4,922

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 155 182

当期変動額

剰余金の配当 26 －

当期変動額合計 26 －

当期末残高 182 182

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 1,024 31

当期変動額

剰余金の配当 △292 －

当期純損失（△） △714 △159

土地再評価差額金の取崩 13 6

当期変動額合計 △993 △153

当期末残高 31 △122

自己株式

当期首残高 △684 △688

当期変動額

自己株式の取得 △3 △427

当期変動額合計 △3 △427
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当期末残高 △688 △1,116

株主資本合計

当期首残高 11,321 10,350

当期変動額

剰余金の配当 △266 △266

当期純損失（△） △714 △159

自己株式の取得 △3 △427

土地再評価差額金の取崩 13 6

当期変動額合計 △970 △847

当期末残高 10,350 9,503

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △217 △210

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

7 290

当期変動額合計 7 290

当期末残高 △210 79

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △26 △12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

13 6

当期変動額合計 13 6

当期末残高 △12 △6

土地再評価差額金

当期首残高 316 358

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

42 △6

当期変動額合計 42 △6

当期末残高 358 352
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

②時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

(1）デリバティブ

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）原材料及び貯蔵品は、先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2）商品及び製品並びに仕掛品は、総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法

を採用しております。

なお、耐用年数については、原則として法人税法に規定する耐用年数を適用しており、一部の製品専用の機械装置

については、当該製品の生産予定期間を考慮した耐用年数（税法基準の20～30％相当に短縮）によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(3）リース資産

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっておりま

す。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（2,332百万円）については、15年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

変動金利の借入金の金利変動リスクに対してヘッジするために金利スワップ取引を利用しております。また、為

替変動リスクに対してヘッジするために為替予約取引を利用しております。

(3）ヘッジ方針

金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジする目的に限定し、デリバティブ取引を行っております。なお、デリ

バティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ手段の金利変動等を基礎として判断しております。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は当期の費用と

して処理しております。

(2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 1,118百万円( 1,049百万円)1,024百万円 (   961百万円)

機械及び装置 327 (　 327　　　) 278 (　 278　　　)

土地 1,658 ( 1,460　　　)1,641 ( 1,443　　　)

計 3,104 ( 2,836　　　)2,945 ( 2,683　　　)

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 2,570百万円( 2,469百万円)1,329百万円 ( 1,306百万円)

長期借入金 2,726 ( 2,537　　　)4,116 ( 3,878　　　)

計 5,297 ( 5,006　　　)5,445 ( 5,184　　　)

　上記のうち、(　)内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

　

※２　リース資産を含んでおります。

　

※３　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第五号」

に定める方法により算出

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日

　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
608百万円 644百万円

　

※４　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産 　 　

売掛金 1,532百万円 1,417百万円

未収入金 1,018 1,427

流動負債 　 　

未払金 567 645

預り金 520 406

　

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

73/90



５　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

ＨＤＫマイクロデバイス㈱ 1,409百万円 ＨＤＫマイクロデバイス㈱ 1,010百万円

ダイワ電機精工㈱ 596 ダイワ電機精工㈱ 344

ＨＤＫタイランド㈱ 380 ＨＤＫタイランド㈱ 510

上海広電北陸微電子㈲ 256 上海広電北陸微電子㈲ 318

医療法人財団北聖会 115 医療法人財団北聖会 88

北陸興産㈱ 58 北陸興産㈱ 125

その他 2 その他 2

計 2,820 計 2,400

　

※６　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。当事業年度末に

おける当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

当座貸越極度額の総額 5,700百万円 5,700百万円

借入実行残高 300 900

差引額 5,400 4,800

　

※７　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

受取手形 8百万円 6百万円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社への売上高 8,352百万円 　 10,766百万円

関係会社からの受取配当金 188 　 318

関係会社からの設備賃借料 214 　 217

　

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　 ―百万円 　 35百万円

　

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

918百万円 1,001百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

土地 14百万円 　 ―百万円

その他 ― 　 1

計 14 　 1

　

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

土地 ―百万円 　 4百万円

機械及び装置 4 　 ―

計 4 　 4

　

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物 6百万円 　 ―百万円

機械及び装置 3 　 19

その他 ― 　 12

計 9 　 32
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

株式数（千株）

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

普通株式（注） 3,774 29 ― 3,803

合計 3,774 29 ― 3,803

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加29千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

株式数（千株）

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

普通株式（注） 3,803 4,699 ― 8,503

合計 3,803 4,699 ― 8,503

（注）　普通株式の自己株式の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得4,617千株および単元未満株式の買取り

82千株によるものであります。

　

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

(1）所有権移転ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

(2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として、本社及び営業所における機械装置等（機械及び装置並びに車両運搬具）であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,344百万円、関連会社株式1円、前事業年

度の貸借対照表計上額は子会社株式8,280百万円、関連会社株式171百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 19百万円 　 100百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 53 　 53

退職給付引当金損金算入限度超過額 950 　 1,024

固定資産償却限度超過額 16 　 13

減損損失 87 　 28

土地再評価損 124 　 124

たな卸資産評価損 2 　 45

投資有価証券評価損 55 　 132

その他有価証券評価差額金 74 　 ―

関係会社株式評価損否認額 718 　 705

税務上の繰越欠損金 1,166 　 941

その他 223 　 256

繰延税金資産小計 3,493 　 3,427

評価性引当額 △1,643 　 △1,835

繰延税金資産合計 1,849 　 1,592

繰延税金負債 　 　 　

土地再評価益 △389 　 △386

その他有価証券評価差額金 ― 　 △43

譲渡損益調整勘定 △38 　 △38

繰延税金負債合計 △427 　 △468

繰延税金資産の純額 1,422 　 1,124

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.4％ 　 37.8％

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 △3.8 　 15.3

住民税均等割等 △4.3 　 10.1

税率変動を除く評価性引当額の増加 △92.2 　 217.4

受取配当等の益金不算入等 6.2 　 △72.6

税率変更による減額修正 △60.7 　 ―

その他 △4.8 　 6.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △119.2 　 214.8
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 118.23円 118.21円

１株当たり当期純損失金額（△） △8.05円 △1.87円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 10,486 9,929

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 10,486 9,929

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
88,697 83,997

３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円）
△714 △159

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益金額又は

当期純損失金額（百万円）
△714 △159

普通株式に係る期中平均株式数（千株） 88,711 85,339

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

78/90



④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 2,544,000 483

コーセル㈱ 188,095 200

㈱北國銀行 393,000 154

㈱富山銀行 785,000 135

黒田電気㈱ 58,600 65

東光㈱ 216,000 58

前田建設工業㈱ 77,000 29

富山電気ビルディング㈱ 71,000 20

㈱富山県総合情報センター 200 10

春日温泉観光開発㈱ 200 10

その他１６銘柄 1,099,340 73

計 5,432,435 1,241

　

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券
ほくほくＦＧ期限前償還劣後特約付

社債
100 101

計 100 101
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 6,437 7 170 6,274 5,166 107 1,108

構築物 548 55 ― 604 496 12 107

機械及び装置 16,654 194 679 16,17014,451 378 1,719

車両運搬具 30 5 ― 35 30 2 5

工具、器具及び備品 2,180 54 7 2,227 2,065 49 161

土地 2,069 ―
20

(3)　
2,048 ― ― 2,048

有形固定資産計 27,921 317
877

(3)　
27,36122,209 550 5,151

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

施設利用権 7 ― ― 7 5 0 2

ソフトウエア 441 10 26 424 154 77 270

その他 21 ― ― 21 11 1 10

無形固定資産計 470 10 26 454 171 78 283

長期前払費用 207 ― 13 194 157 34 37

（注）１．長期前払費用は、投資その他の資産「その他」に含まれております。

２．機械及び装置の主な減少額は、電子デバイス製造設備395百万円、抵抗器製造設備235百万円、管理部門設備26

百万円、研究開発設備21百万円であります。

３. 「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 61 278 ― 61 278

賞与引当金 140 141 140 ― 141

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び貸倒懸念債権等の回収不能

見込額の洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末（平成25年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 332
普通預金 47
その他 1,398

計 1,778

合計 1,780

②受取手形

相手先 金額(百万円)

㈱大泉製作所 71
朝日電装㈱ 18
㈱光アルファクス 13
中村電気㈱ 7
長野日本無線㈱ 6
その他 29

合計 145

決済期日別内訳

期日 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 合計

金額(百万円) 54 40 32 18 145

③売掛金

相手先 金額(百万円)

シャープ㈱ 796
北陸シンガポール㈱ 537
㈱デンソー 491
上海広電北陸微電子㈲ 432
黒田電気㈱ 340
その他 2,585

合計 5,183
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　
当期首残高
（百万円）
(A)

　
当期発生高
（百万円）
(B)

　
当期回収高
（百万円）
(C)

　
当期末残高
（百万円）
(D)

　
回収率
（％）
　
　

(C)
────×100
(A)＋(B)

　
滞留期間
（日）
(A)＋(D)
────
2

──────
(B)
──
365

5,104 33,478 33,399 5,183 86.6 56.1

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

　

④商品及び製品

品名 金額(百万円)

抵抗器 105
モジュール製品 15
電子デバイス 1
非直線素子 40

合計 163

　

⑤仕掛品

品名 金額(百万円)

抵抗器 134
電子デバイス 297
その他 52

合計 483

　

⑥原材料及び貯蔵品

品名 金額(百万円)

その他 5

合計 5

　

⑦未収入金

内訳及び相手先 金額(百万円)

還付消費税 487
北陸電気（広東）㈲ 560
ＨＤＫフィリピン㈱ 327
その他 595

合計 1,971
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⑧関係会社株式

　 銘柄 金額(百万円)

子会社株式

北電マレーシア㈱ 2,339
ＨＤＫマイクロデバイス㈱ 2,022
北陸興産㈱ 1,833
北陸シンガポール㈱ 1,241
北陸電気(広東)㈲ 638
その他８銘柄 1,268

計 9,344

関連会社株式
１銘柄 0

計 0

合計 9,344

　

⑨繰延税金資産（固定資産）

内訳 金額(百万円)

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,024
税務上の繰越欠損金 230
繰延税金負債相殺額 △81
その他 13

合計 1,186
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⑩買掛金

相手先 金額(百万円)

㈱大泉製作所 397
加賀電子㈱ 364
黒田電気㈱ 329
㈱ＥＸＣＥＬ　ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ 248
ＪＦＥエレクトロニクス㈱ 129
その他 4,937

合計 6,406

　

⑪短期借入金

　 相手先 金額(百万円)

短期借入金

㈱北陸銀行 600
㈱北國銀行 300

計 900

一年以内に返済予定の長期借入金 2,202

合計 3,102

（注）相手先別内訳は「⑫長期借入金」に記載しております。

　

⑫長期借入金

相手先 金額(百万円) うち一年以内返済予定額(百万円)差引残高(百万円)

㈱北陸銀行 2,498 914 1,584
㈱富山銀行 922 322 600
㈱北國銀行 817 227 590
㈱日本政策投資銀行 615 265 350
㈱みずほコーポレート銀行 359 182 176
㈱富山第一銀行 298 81 216
㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 280 149 130
明治安田生命保険(相) 120 60 60

合計 5,911 2,202 3,709

　

⑬退職給付引当金

相手先 金額(百万円)

退職給付債務 3,298
会計基準変更時差異の未処理額 △121
未認識数理計算上の差異 △281

合計 2,894

　

(3) 【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 （特別口座）

東京都江東区東砂７丁目１０番１１号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人 （特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 　株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得

ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載URL（http://www.hdk.co.jp/japanese/financ_j/fnc007_j.htm）

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことはできません。

会社法第189条第2項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

　

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

85/90



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第78期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月28日関東財務局長に提出

　

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月28日関東財務局長に提出

　

(3）四半期報告書及び確認書

（第79期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月13日関東財務局長に提出

（第79期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月13日関東財務局長に提出

（第79期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月13日関東財務局長に提出

　

(4）臨時報告書

平成24年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成24年７月２日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４の規定に基づ

く臨時報告書であります。

平成24年９月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨

時報告書であります。

　

(5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年７月31日）平成24年８月13日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

　 平成２５年６月２７日

北陸電気工業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 山　本　栄　一　　印

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 大　和　田　淳　　印

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北陸電気工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸電

気工業株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

有価証券報告書

88/90



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、北陸電気工業株式会社の平

成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果に

ついて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、北陸電気工業株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成２５年６月２７日

北陸電気工業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 山　本　栄　一　　印

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 大　和　田　淳　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北陸電気工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第７９期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸電気工

業株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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